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5章 住まいとまちの復興 

10節 港湾 

1. 被害の概要 

（1） 津波による被害 

東北地方太平洋沖地震の地震動及び津波により、青森県八戸港から茨城県鹿島港に至る太平洋側

全ての港湾（国際拠点港湾及び重要港湾 14港、地方港湾 17港）の施設が大きく被災し、一時は港

湾の機能が全て麻痺した。 

津波による港湾施設の被害は、東北地方から北関東に至る太平洋沿岸の広範囲で甚大であり、八

戸港、釜石港、大船渡港、相馬港等では、津波により第一線防波堤が全壊あるいは半壊した。これ

らの被災は、津波の襲来により防波堤を境に発生した大きな水位差によってケーソンが滑動すると

ともに、水位差に伴う強い流れで基礎マウンドが洗掘されたことにより、ケーソンが滑落したもの

と分析されている。防潮堤についても、越流により多くの施設が倒壊した。 

また、津波により多くのがれきや車両、コンテナ等が航路・泊地に沈没し、船舶の航行に支障を

及ぼすとともに、港湾内で保管されていた木材、コンテナ、係留中の船舶等が市街地に流れ込み、

被害を与える例も多く見られた。さらに、荷役機械は津波による浸水で電気系統が損傷し、大部分

が稼働不能となった。 

さらに、ハザードマップで示された浸水域を超えて内陸部が浸水した例も多くみられ、水門や陸

閘等の閉鎖や避難誘導を行っていた人々が津波の犠牲となった他、港湾エリアで働く人々について

も津波到達時間までに避難場所に避難できずに犠牲となった事例も確認された。 

（2） 地震動、液状化による広域的な被害 

青森県、岩手県内の港湾における被害の多くが津波を主因とするものであるのに対し、仙台湾よ

り南に位置する港湾では、津波による被害に加え、地震動による係留施設や護岸の被害が顕著で

あった。また、地震動の継続時間が３分以上と非常に長かったことなどから、地盤の液状化による

被害も拡大した。 

相馬港や小名浜港等では、岸壁背後のエプロンや荷さばき地が液状化や地殻変動により沈下し、

岩手、宮城及び福島の３県の港湾における沈下量は、平均で 0.7m、最大で 1.7m に及んだ。これに

より、岸壁背後の用地が陥没して段差ができるとともに、満潮時等における岸壁背後への浸水等に

より荷役作業にも支障が生じた。 

震源から遠く離れた千葉港でも、地震動により液化石油ガス（ＬＰＧ）タンクが倒壊するなどの

被害が生じるとともに、東京湾の臨海部の埋立地で液状化による地盤沈下が発生した。また、東京

湾内においては、一時的に通信が困難となり船舶の待避行動が遅れたほか、避泊水域が限られてい

ることも相まって、一部の海域で避泊した船舶による混雑が見られるなど、地震動や液状化による

被害は広く東日本全域に及んだ。 
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図表 5-10-1 津波及び地震動による港湾の被害状況 

 

資料）国土交通省提供 

 

2. 応急復旧 

（1） 被災地港湾の復旧に伴う物流機能の回復（航路啓開等） 

津波警報・津波注意報の解除を受け、３月 14日より国土交通省の港湾事務所や港湾管理者は、港

湾施設の被災状況の現地調査を実施した。また、全国の地方整備局や国土技術政策総合研究所、（独）

港湾空港技術研究所から緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）が派遣され、被災状況の確認や点検、技

術支援等が進められた。 

大規模な被害を受けた太平洋側の港湾に緊急物資輸送用船舶を早急に入港させるため、国土交通

省東北地方整備局及び関東地方整備局は、災害応急対策協定に基づく業界団体の協力を得つつ、津

波警報・津波注意報が解除された日の翌日から航路の啓開作業を進めた。航路啓開作業の実施にあ

たっては、流出物の状況を把握する必要があることから、港内に浮遊するコンテナや養殖筏等を目

視で確認した。一方、海中に沈んでいる障害物は目視確認が困難であったことから、仙台塩釜港等

においては、障害物の正確な位置や種類、形状及び水深を特定することができるナローマルチビー

ムソナー1を用い、海中に沈んだコンテナや自動車、漁船、プレジャーボート等の障害物を識別しな

がら撤去作業を行った。 

 
1 ナローマルチビームソナー：船の底から音波（音響ビーム）を発射し、音波が海底にぶつかって跳ね返ってくるまで

の時間を測り、水深を計測する機器。海底の地形を面的に捉えることができ、港湾深浅や漁礁の分布などの確認を

効率的かつ高密度に実施することができる。 
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こうした取組みの結果、３月 16日には宮古港及び釜石港への第１船入港が実現し、以降、３月 24

日までに八戸港から鹿島港までの間に位置する主要 14 港全てにおいて、一部の岸壁が利用可能と

なった。 

また、各港に整備されていた耐震強化岸壁は、震災後の緊急物資輸送はもとより、被災した他の

岸壁での取扱いが困難となった飼料、石炭等の貨物の代替輸送にも利用されるなど、被災地全体の

生活再建、産業の復旧・復興に大きな役割を果たした。 

さらに、北海道等の被災地外からも、支援要員や緊急物資が中長距離フェリーやＲＯＲＯ船によ

り輸送された。こうした大量一括輸送を行う船舶に対応した岸壁の存在は、被災地の復旧・復興に

大きな役割を果たした。 

加えて、仙台塩釜港（塩釜港区）や八戸港では、港内に立地する油槽所の被害が比較的軽微であっ

たことから、石油タンカーの係留施設に至る航路の啓開作業が国土交通省により重点的に進められ、

被災地への石油の搬入を早期に再開することができた。 

こうした震災直後からの復旧活動により、震災後約１年を経過した平成 24年３月末時点には、八

戸港～鹿島港（地方港湾を含む）の公共岸壁 373岸壁のうち、約７割が暫定利用可能となった。ま

た、被災地の港湾における取扱貨物量は、震災直後の平成 23 年４月には前年同月比約 22％まで低

下したが、港湾施設の復旧に伴い企業活動が再開し、復興に必要となる石炭や石油製品等のエネル

ギー関連貨物の取扱いが大幅に増加したことにより、同年 10 月には前年を上回る約 101％となっ

た。 

なお、このような航路の啓開作業や港湾施設の応急復旧作業等については、東北地方整備局が建

設会社や潜水事業者等の民間企業も参加する連絡調整会議を設置し、全国からの応援を受け、作業

実施に係る体制を確保した上で実施した。航路の啓開作業については、地元企業の船員や船舶が甚

大な被害を被ったことから、（一社）日本埋立浚渫協会の協力を得て、全国から起重機船等の作業船

を調達し、流出物の撤去等を行った。緊急支援物資や燃料油等を積載した船舶の受入れにあたって

は、被災した港湾の啓開作業の進捗にあわせ、（一社）日本港運協会及び地方自治体等の関係者の協

力を得て、港湾荷役作業員及び荷役機械等の確保を行った。 

また、国土交通省港湾局では、所有する大型浚渫兼油回収船３隻（白山、清龍丸、海翔丸）を３

月 12日から３月 26日にかけて主要港湾に入港させ、被災地に対して救援物資・燃料・飲料水の提

供等を行った。北海道開発局では、所有する広域防災フロートに救援物資や燃料を積み込んで室蘭

港から大船渡港及び相馬港へ輸送するとともに、当初、利用可能な岸壁が少なかった相馬港に広域

防災フロートを常駐させ、臨時の係留施設として活用できるようにした。 

 

図表 5-10-2 仙台塩釜港における航路啓開作業の様子 

 

資料）国土交通省東北地方整備局「震災伝承館」 
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図表 5-10-3 宮古港への緊急支援物資船（北陸地方整備局の「白山」）の入港状況 

 

資料）国土交通省東北地方整備局「震災伝承館」 

 

図表 5-10-4 仙台塩釜港に緊急支援物資を積載して入港する海上保安庁巡視船「みうら」 

（平成 23年３月 19日） 

 
資料）国土交通省提供 

 

図表 5-10-5 仙台塩釜港に緊急支援物資を積載して入港する九州地方整備局の「海翔丸」 

（平成 23年３月 17日） 

 

資料）国土交通省提供 

 

なお、各港湾の震災直後の具体的な復旧状況は以下のとおりであった。 

 

＜八戸港＞ 

津波警報・津波注意報が解除された後、３月 15日から航路、泊地等に沈没していた障害物を取り

除くなどの航路啓開作業等を実施し、３月 19日に港湾の一部復旧及び荷役作業体制を確保した。 

 

＜久慈港＞ 

津波警報・津波注意報が解除された後、３月 14日から深浅測量などの調査を実施し、３月 20日

5-256

令和５年３月23日 東日本大震災からの復興政策10年間の振り返りに関する有識者会議（第４回） 
本文素案（第４回会議時点）



 

に港湾の一部復旧及び荷役作業体制を確保した。 

 

＜宮古港＞ 

津波警報・津波注意報が解除された後、３月 14日から航路、泊地等に沈没していた障害物を取り

除くなどの航路啓開作業等を実施し、３月 17日に港湾の一部復旧及び荷役作業体制を確保した。 

 

＜釜石港＞ 

津波警報・津波注意報が解除された後、作業船団が確保された３月 15日から、航路、泊地等に沈

没していた障害物を取り除くなどの航路啓開作業等を実施し、同日には港湾の一部復旧及び荷役作

業の体制を確保した。 

 

＜大船渡港＞ 

津波警報・津波注意報が解除された後、作業船団が確保された３月 19日から、航路、泊地等に沈

没していた障害物を取り除くなどの航路啓開作業等を実施し、３月 22 日に港湾の一部復旧及び荷

役作業体制を確保した。 

 

＜仙台塩釜港＞ 

津波警報・津波注意報が解除された後、３月 14日から航路、泊地等に沈没していた障害物を取り

除くなどの航路啓開作業等を実施し、３月 18日に港湾の一部復旧及び荷役作業体制を確保した。 

 

＜相馬港＞ 

３月 27日から測量等の調査を実施し、３月 29日には防災フロートが入港するとともに救援物資

が搬入された。 

 

＜小名浜港＞ 

３月 18日から測量等の調査を実施し、おおすみ（海上自衛隊）が入港するとともに救援物資が搬

入された。 

 

＜茨城港＞ 

震災直後から航路、泊地等に沈没していた障害物を取り除くなどの航路啓開作業等を実施した。

３月 15日に常陸那珂港区の一部で喫水制限の設けた上で供用開始し、５月 18日には喫水制限を解

除して全面的に供用した。 

 

＜鹿島港＞ 

震災直後から航路、泊地等に沈没していた障害物を取り除くなどの航路啓開作業等を実施した。

３月 18日に鹿島港の一部を喫水制限を設けた上で供用開始し、７月 29日には全ての喫水制限を解

除して全面的に供用した。 
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図表 5-10-6 港湾における地震発生直後の初動対応 

 

資料）国土交通省提供 

 

図表 5-10-7 地震発生後の港湾の利用開始時期 

 

資料）国土交通省提供 
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（2） 港湾のバックアップ機能の発揮 

今回の震災では、東北地方太平洋側の港湾が被災し物流が停滞する間、日本海側港湾がバック

アップ機能を果たした。具体的には、北海道や西日本、さらには海外からの緊急支援物資が、秋田

港や新潟港等の日本海側の港湾で荷揚げされ、被災地へ陸路で輸送された。また、仙台塩釜港及び

八戸港が被災したため、荷揚げ予定であったコンテナは新潟港や秋田港で荷揚げされ、さらには八

戸港や石巻港（仙台塩釜港石巻港区）、鹿島港等の港周辺の配合飼料工場も被災したため、家畜用飼

料は酒田港や新潟港等で荷揚げされ陸路で供給された。 

 

図表 5-10-8 東日本大震災後、新潟港が果たした役割（コンテナ・飼料等輸送） 

 

資料）国土交通省提供 

  

・４月末までに新潟港から東北等６県に２万２千トンの飼料を出荷。 国土地理院電子国土より作成 
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図表 5-10-9 東日本大震災後、新潟港が果たした役割（燃料・救援物資等輸送） 

 

資料）国土交通省提供 

 

図表 5-10-10 被災地以外の産業活動への影響（配合飼料の代替輸送例） 

 

資料）国土交通省「交通政策審議会港湾分科会第２回防災部会 資料３」（平成 23年６月３日） 
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3. 復旧・復興 

（1） 東日本大震災を踏まえた整備方針 

1） 「産業・物流復興プラン」の策定 

港湾の復旧・復興に取り組むにあたり、各被災港湾の港湾管理者、地元自治体、港湾立地企業な

どで構成される協議会は、企業の復旧・復興計画に対応した港湾機能の回復に向けた取組み方策と

同時に、産業復興を支える物流機能のあり方や産業活動・まちづくりと連携した津波防災のあり方

もあわせて検討した。これを踏まえ、各被災港湾では、将来を見据えた復旧・復興方針や工程表を

まとめた「産業・物流復興プラン」を、平成 23年８月中旬までに策定し公表した。 

各港湾における産業・物流復興プランの概要は以下の通りである。 

 

＜八戸港＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

三菱製紙（株）八戸工場が、平成 23年５月に生産を再開し、９月末に震災前の９割まで回

復する見込みとなるなど、背後企業群が生産活動を本格再開していることを踏まえ、概ね２

年以内での港湾機能の本格復旧を目指す。特にコンテナターミナルについては、平成 23年度

内に荷役能力の復旧を行う。 

・ 総合的な津波対策 

八戸港背後の市民生活の安全・安心の確保や産業・物流活動の拠点性等を確保するため、

発生頻度の高い津波から安全性を確保する防護ラインを形成する。また、防護ラインの整備

には一定の期間を必要とするため、最大クラスの津波が襲来した場合にも備え、「八戸市防災

会議」の場を活用した官民一体となった防災体制の構築、避難施設の確保、港湾ＢＣＰの策定

などのソフト対策をあわせて講じる。 

 

＜久慈港＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

平成 23年３月末に魚市場が再開するなど、水産業をはじめとする産業活動が本格再開して

いることを踏まえ、概ね２年以内を目途に港湾機能の本格復旧を目指す。 

 

＜宮古港＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

平成 23年４月に魚市場が再開するなど、水産業をはじめとする産業活動が本格再開してい

ることを踏まえ、概ね２年以内を目途に港湾機能の本格復旧を目指す。特に県内最大規模の

漁獲高を誇る水産機能を確保するために不可欠な防波堤については、最優先で復旧する。 

 

＜釜石港＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

新日本製鐵（株）釜石製鐵所（当時）が平成 23年４月に再稼働し、８月には８～９割まで

回復する見込みとなるなど、背後企業群が生産活動を本格再開していることを踏まえ、岸壁

等港湾施設については、概ね２年以内を目途に本格復旧を目指す。 

・ 湾口防波堤 
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釜石市の復興まちづくり基本計画において、釜石港背後での地域経済の再建が掲げられて

いる。これらエリアを発生頻度の高い津波から防護するには、湾口防波堤と防潮堤を組み合

わせて防護する方法が、防潮堤のみで防護する方法より総コストが削減できる。さらに港内

の静穏度確保につながり、防潮堤高さを低減することで景観や生活環境への影響を小さくす

ることができることから、合理的かつ効果的である。そのため、湾口防波堤の復旧に速やかに

着手し、５年以内の復旧完了を目指す。 

 

＜大船渡港＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

太平洋セメント（株）が平成 23 年 11 月にセメント生産を再開する見込みとなるなど、背

後企業群の生産活動の再開見込みを踏まえ、岸壁等港湾施設については、概ね２年以内を目

途に本格復旧を目指す。特に、県内唯一の外貿コンテナ船が就航する岸壁については、平成

23年度内に本格復旧させる。 

・ 湾口防波堤 

大船渡市の復興計画骨子において、臨海部に産業ゾーン、その背後に商業・住居地域が計

画されている。これらエリアを発生頻度の高い津波から防護するには、湾口防波堤と防潮堤

を組み合わせて防護する方法が、釜石港湾口防波堤と同様に合理的かつ効果的である。その

ため、湾口防波堤の復旧に速やかに着手し、５年以内の復旧完了を目指す。 

 

＜石巻港（仙台塩釜港石巻港区）＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程及び地盤沈下への対応 

係留施設については、概ね２年以内の本格復旧を目指す。この際、荷役と船舶係留の安全

確保のため、震災前の高さまで岸壁の天端高を嵩上げすることを基本とし、背後用地との連

続性を確保する。 

・ 津波防災機能の向上 

臨海部産業及び背後のまちを発生頻度の高い津波から防護するため、津波浸水シミュレー

ションを実施した上で、防潮壁を設置する。また、最大クラスの津波が襲来した場合に備え、

情報伝達方法の再構築や、避難ビル等の設置計画などのソフト対策もあわせて講じる。 

・ 民間港湾施設の復旧 

民間港湾施設（岸壁・護岸）の復旧にあたっては、公的支援による制度整備を求めていく。 

 

＜仙台塩釜港＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

主に国際海上コンテナ船が利用する高砂コンテナターミナル２号岸壁については、平成 23

年 10月中に北米航路の大型コンテナ船の就航を可能とする。その後、暫定的な利用を図りな

がら段階的な復旧を進め、関連施設も含めて概ね２年以内の本格復旧を目指す。 

・ 津波防災機能の向上 

発生頻度の高い津波を対象に浸水被害の検討を行った結果、産業・物流が集中する区域や

住宅区域にも被害が及ぶという結果を得たため、これらの区域については新たに防護ライン

を設定するとともに、その他の区域では既定計画を再検討のうえ、必要な施設を整備する。ま

た、最大クラスの津波が襲来した場合に備え、情報伝達方法の再構築や、避難ビル等の設置計

画などのソフト対策もあわせて講じる。 
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＜相馬港＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

新地火力発電所のための石炭輸入・荷役に必要不可欠な沖防波堤について、効果の早期発

現が可能な段階的な工法を検討し、概ね５年以内の復旧を目指す。岸壁等その他の港湾施設

については概ね３年以内の復旧を目指す。 

・ 地震・津波等に対する防災機能の強化 

発生頻度が高い津波に関する検討の結果を踏まえ、津波特定後、直ちに津波浸水シミュレー

ションを実施し、その結果をもとに防護ラインの設定及び避難施設の整備等を検討する。ま

た、防護ラインの整備には一定期間を必要とするため、最大クラスの津波が襲来した場合に

も備え、既存施設の避難場所としての活用、ＢＣＰ策定などのソフト対策もあわせて講じる。 

 

＜小名浜港＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

広野火力発電所、勿来発電所等への石炭輸入・荷役に必要不可欠な係留施設を第一優先と

し、早期に復旧を図る。また、その他の施設についても、背後企業の復旧スケジュールに極力

支障が生じないよう応急復旧することとし、概ね２年以内に主要な係留施設の復旧を完了さ

せ、概ね３年以内に全施設の復旧を目指す。 

・ 地震・津波等に対する防災機能の強化 

発生頻度が高い津波に関する検討の結果を踏まえ、相馬港と同様に防護ラインの設定及び

避難施設の整備等を検討する。また、防護ラインの整備が完了するまでの間、最大クラスの津

波が襲来した場合にも備え、官民一体となった防災体制の構築や、ＢＣＰ策定などのソフト

対策もあわせて講じる。 

 

＜茨城港日立港区＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

完成自動車及び釧路定期ＲＯＲＯ航路の効率的な輸送に対応するための係留施設等につい

ては、平成 24 年度内の復旧を目指す。この際、地盤が約 70cm 沈下しているため、貨物が高

潮・波浪時に波飛沫を受ける岸壁や荷役障害が発生する岸壁については、被災前の高さまで

嵩上げする等の対策を講じることとし、背後用地の利用に支障が生じないよう擦り付けを行

う。 

・ 防災機能、減災機能の強化 

日立港区では、津波浸水シミュレーション結果から、発生頻度が高い津波により港湾背後

地が浸水する可能性は低いことが判明した。しかし、東日本大震災により大きな浸水被害を

受けたことから、津波対策の検討エリアを位置付け、ハードとソフトが一体となった対策を

講じる。 

 

＜茨城港常陸那珂港区＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

（株）コマツが平成 23年３月 22日に生産を再開し、４月 25日に建設機械の輸出を再開す

るなどの背後企業群の経済活動の再開状況等を踏まえ、係留施設等について平成 24年度内の

復旧を目指す。北関東の国際流通拠点港及び立地企業を支える国際ＲＯＲＯ輸送拠点港とし

ての機能を発揮するため、国際定期コンテナや国際ＲＯＲＯ貨物を取り扱う北ふ頭Ａ岸壁に

ついては、平成 23年度内の復旧を目指す。さらに、苫小牧定期ＲＯＲＯ航路（震災前：12便
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/週）、北九州定期ＲＯＲＯ航路（震災前：３便/週）に対応する北ふ頭Ｄ・Ｅ・Ｆ岸壁につい

ては、平成 23年度内にＤ岸壁を復旧し、順次Ｅ・Ｆ岸壁も復旧を図る。 

・ 防災機能、減災機能の強化 

常陸那珂港区では、津波浸水シミュレーション結果から、発生頻度が高い津波により港湾

背後地が浸水する可能性は低いことが判明した。しかし、東日本大震災により大きな浸水被

害を受けたことから、日立港区と同様に津波対策の検討エリアを位置付け、ハードとソフト

が一体となった対策を講じる。 

 

＜茨城港大洗港区＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

関東と北海道を結ぶ幹線物資・旅客輸送ルートである苫小牧定期フェリー航路（震災前：

12便/週）が平成 23年６月６日に暫定水深で運航再開するなど、物流活動が本格再開してい

ることを踏まえ、平成 23年度内を目途に第３ふ頭の復旧を図る。また、第４ふ頭及び公共マ

リーナについては平成 24 年上半期まで、水産品を扱う第１・第２ふ頭については平成 24 年

内の復旧を図る。 

・ 防災機能、減災機能の強化 

大洗港区では、津波浸水シミュレーション結果から、発生頻度が高い津波により港湾背後

地が浸水する可能性が低いことが判明した。しかし、東日本大震災により大きな浸水被害を

受けたことから、日立港区や常陸那珂港区と同様に津波対策の検討エリアを位置付け、ハー

ドとソフトが一体となった対策を講じる。 

 

＜鹿島港＞ 

・ 港湾施設の復旧の工程 

全農サイロ（株）が、平成 23 年３月 15 日に一部操業再開したこと、住友金属工業（株）

（当時）が３月 19 日に稼働を再開し５月 31 日に通常操業に復帰したこと、三菱化学（株）

（当時）が５月 20日に稼働再開したことなど、背後企業群が経済活動を本格再開している状

況等を踏まえ、平成 23年度内に岸壁の復旧を図る。また、国内最大級のコンビナートである

鹿島臨海工業地帯に原料を搬入する大型船舶の水深を確保するために、外港航路、中央航路、

南航路の津波による堆積土砂の浚渫を最も優先して実施する。 

・ 防災機能、減災機能の強化 

鹿島港では、津波浸水シミュレーション結果から、発生頻度が高い津波により港湾背後地

が浸水する可能性は低いことが判明した。しかし、東日本大震災により大きな浸水被害を受

けたことから、茨城港と同様に津波対策の検討エリアを位置付け、ハードとソフトが一体と

なった対策を講じる。特に、ソフト対策の検討にあたっては、津波避難ビルや、コンテナ等の

流出防止のための方策等について検討する。 
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図表 5-10-11 港湾の「産業・物流復興プラン」の推進 

 

資料）国土交通省提供 

 

2） 津波防波堤への「粘り強い構造」の導入 

東日本大震災では、津波によって多くの港湾において、防波堤の倒壊が発生した。釜石港や大船

渡港の津波防波堤等の被災の原因は、防波堤の高さを大幅に上回る津波が襲来したため、港内側の

基礎マウンドが洗掘されるとともに、防波堤を境に極端に大きな水位差が発生し、ケーソンが港内

側に押されたためにケーソンが滑落したものと考えられた。 

津波防波堤等の復旧に際しては、中央防災会議専門部会の提言等を踏まえ、発生頻度の高い津波

（明治三陸地震津波等）を設計の対象とするとともに、設計津波を超える高さの津波に対しても減

災効果を発揮する「粘り強い構造」とすることとされた。「粘り強い構造」については、港内側の基

礎マウンドを嵩上げして滑動抵抗を上げる工法を基本とし、水理実験等によって効果を検証した上

で採用することとされた。 
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図表 5-10-12 粘り強い構造の防波堤イメージ 

 

資料）国土交通省ＨＰ「粘り強い防波堤・防潮堤の導入」 

 

（2） 港湾事業 

各被災港湾においては、各港湾にて策定された前述の「産業・物流復興プラン」等を踏まえ、港

湾の復興事業を実施した。以下、各被災港湾における事業概要、事業名及び事業規模、事業実施期

間について記載する。 

 

＜八戸港＞ 

・ 事業概要 

八戸港八太郎・外港地区に防波堤等を整備することにより、港湾利用企業の物流効率化を

図るとともに、避泊水域を確保し、荒天時における沖合航行船舶の海難事故の減少を図る。 

・ 事業名及び事業規模 

◼ 八戸港 八太郎・外港地区 防波堤整備事業：1,164 億円（うち、港湾整備事業費：1,141

億円） ※復興期間中の予算配分額：事業費 116億円 

◼ 八戸港 八太郎・河原木地区 航路泊地整備事業：566 億円（うち、港湾整備事業費：566

億円） ※復興期間中の予算配分額：306億円 

◼ 社会資本整備総合交付金（復興）事業：国費 31億円の内数 

・ 事業実施期間 

平成 23年度～令和２年度 ※復興期間中の整備期間 

 

＜久慈港＞ 

・ 事業概要 

津波の被害から人命や財産を守り、地域住民の安全・安心な生活を確保する。また、港内

の静穏度を向上させることで岸壁荷役稼働率を向上させ輸送の効率化を図るとともに、船舶
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の避難泊地を確保することで沖合航行船舶の海難事故の減少を図る。 

・ 事業名及び事業規模 

◼ 久慈港 湾口地区 防波堤整備事業：1,550億円（うち、港湾整備事業費：1,468億円） 

※復興期間中の予算配分額：事業費 548億円 

◼ 社会資本整備総合交付金（復興）事業：国費 1,598億円の内数 

・ 事業実施期間 

平成 23年度～令和２年度 ※復興期間中の整備期間 

 

＜宮古港＞ 

・ 事業概要 

港内の静穏度向上を図り、船舶の荷役の効率性向上及び安全性確保を図る。また、観光・

交流施設の利便性向上に伴う交流機会拡大により地域活性化に寄与する。 

・ 事業名及び事業規模 

◼ 宮古港 竜神崎地区 防波堤整備事業：254億円（うち、港湾整備事業費：249億円） 

※復興期間中の予算配分額：事業費 88億円 

◼ 社会資本整備総合交付金（復興）事業：国費 1,598億円の内数 

・ 事業実施期間 

平成 23年度～令和２年度 ※復興期間中の整備期間 

 

図表 5-10-13 宮古港竜神崎地区防波堤整備概要 

 

資料）国土交通省東北地方整備局「東北の港湾の復旧・復興状況～復興最前線～」（令和３年３月 18日（更新日）） 

 

＜釜石港＞ 

・ 事業概要 

産業復興を支援するため、施設の改良を実施することで船舶の安全な係留と荷役効率の向

上を図る。 

・ 事業名及び事業規模 

◼ 社会資本整備総合交付金（復興）事業：国費 1,598億円の内数 

・ 事業実施期間 

平成 27～28年度 ※復興期間中の整備期間 
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＜大船渡港＞ 

・ 事業概要 

老朽化した既存施設の物流拠点機能の移転により、船舶の大型化に対応した効率的な施設

を整備することで、海上輸送コストの削減を図り、地域経済の振興及び地域活性化に寄与す

る。 

・ 事業名及び事業規模 

◼ 大船渡港 永浜・山口地区国内物流ターミナル整備事業：46億円（うち、港湾整備事業：46

億円） 

※復興期間中の予算配分額：事業費 16億円 

◼ 社会資本整備総合交付金（復興）事業：国費 1,598億円の内数 

・ 事業実施期間 

平成 24年度～令和２年度 ※復興期間中の整備期間 

 

＜仙台塩釜港＞ 

・ 事業概要 

仙台港区中野地区の複合一貫輸送ターミナルの整備により、港湾利用企業の物流効率化を

図るとともに大規模地震発生時における緊急物資輸送等の物流基地として機能する。 

・ 事業名及び事業規模 

◼ 仙台塩釜港（仙台港区） 中野地区 複合一貫輸送ターミナル改良事業：68億円（うち、港

湾整備事業費：62億円） ※復興期間中の予算配分額：事業費１億円 

◼ 社会資本整備総合交付金（復興）事業：国費 425億円の内数 

・ 事業実施期間 

平成 23年度～令和２年度 ※復興期間中の整備期間 

 

＜相馬港＞ 

・ 事業概要 

３号ふ頭地区に国際物流ターミナルを整備することにより、港湾利用企業の物流効率化を

図るとともに、大規模地震発生時における緊急物資輸送等の物流基地としての機能を確保す

る。また、大型船舶によるＬＮＧの一括大量輸送を可能とし、相馬港を拠点とした東北地域へ

のＬＮＧの安定的かつ安価な輸入を実現する。さらに、港内に避泊水域を確保し、荒天時にお

ける沖合航行船舶の海難事故の減少を図る。 

・ 事業名及び事業規模 

◼ 相馬港 航路・泊地整備事業：68億円（うち、港湾整備事業費：23億円） ※復興期間中

の予算配分額：事業費 25億円 

◼ 相馬港 ３号ふ頭地区 国際物流ターミナル（耐震）整備事業：310億円（うち、港湾整備

事業費：262億円） ※復興期間中の予算配分額：事業費 56億円 

◼ 社会資本整備総合交付金（復興）事業：国費 300億円の内数 

・ 事業実施期間 

平成 23年度～令和２年度 ※復興期間中の整備期間 

 

＜小名浜港＞ 

・ 事業概要 

国際物流ターミナルを整備することにより、資源・エネルギー等の広域的、効率的な海上
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輸送ネットワークを構築し、大型輸送船を活用した輸送の効率化を図る。また、港内に避泊水

域を確保し、荒天時における沖合航行船舶の海難事故の減少を図る。 

・ 事業名及び事業規模 

◼ 小名浜港 国際物流ターミナル整備事業：1,693億円（うち、港湾整備事業：1,693億円） 

※復興期間中の予算配分額：事業費 551億円 

◼ 社会資本整備総合交付金（復興）事業：国費 300億円の内数 

・ 事業実施期間 

平成 23年度～令和２年度 ※復興期間中の整備期間 

 

図表 5-10-14 小名浜港国際物流ターミナル事業概要 

 

資料）国土交通省東北地方整備局港湾空港部「東日本大震災から９年、東北港湾の今とこれから」（令和２年３月 11日） 

 

＜茨城港＞ 

・ 事業概要 

外港地区において、船舶の大型化や増大する外貿貨物需要に対応し、物流の効率化を図る。

また、港内静穏度を確保するとともに、港内に避泊水域を確保し、荒天時における沖合航行船

舶の海難事故の減少を図る。さらに、中央ふ頭地区において、船舶の大型船に対応するととも

に、係留施設及びふ頭用地の混雑解消による物流の効率化を図る。加えて、大規模地震時に背

後圏への緊急物資輸送を可能とするため、耐震性を有する岸壁を整備する。 

・ 事業名及び事業規模 

◼ 茨城港 常陸那珂港区外港地区 国際海上コンテナターミナル等整備事業：1,079億円（う

ち、港湾整備事業費：858億円） ※復興期間中の予算配分額：事業費 131億円 

◼ 茨城港 常陸那珂港区中央ふ頭地区 国際物流ターミナル整備事業：63 億円（うち、港湾

整備事業費：59億円） ※復興期間中の予算配分額：事業費 54億円 

◼ 社会資本整備総合交付金（復興）事業：国費 54億円の内数 

・ 事業実施期間 

平成 23年度～令和２年度 ※復興期間中の整備期間 

 

＜鹿島港＞ 

・ 事業概要 

船舶の大型化に対応するとともに、係留施設及びふ頭用地の混雑解消による物流の効率化

5-269

令和５年３月23日 東日本大震災からの復興政策10年間の振り返りに関する有識者会議（第４回） 
本文素案（第４回会議時点）



 

を図る。また、港内静穏度の確保や避泊水域の確保、漂砂による航路埋没の抑制を図る。さら

に、大規模地震時に背後圏への緊急物資輸送を可能とするため、耐震性を有する岸壁を整備

する。 

・ 事業名及び事業規模 

◼ 鹿島港 外港地区 国際物流ターミナル整備事業：1,125億円（うち、港湾整備事業費：1,031

億円） ※復興期間中の予算配分額：事業費 417億円 

◼ 社会資本整備総合交付金（復興）事業：国費 54億円の内数 

・ 事業実施期間 

平成 23年度～令和２年度 ※復興期間中の整備期間 

 

なお、復旧・復興事業の実施にあたっては災害廃棄物を広域的に処理する必要があったため、国

土交通省では、リサイクルすることが可能な廃棄物の種類や海面処分場の候補地等に関する情報を

地方自治体等に提供し、指定したリサイクルポート等の港湾で受入れを行った。また、災害廃棄物

や堆積土砂の埋立処分を促進するため、仙台塩釜港石巻港区や茨城港常陸那珂港区において、廃棄

物埋立護岸の整備に対する補助を実施した。仙台塩釜港では、津波堆積物と製鉄工程で発生した副

産物を混合したものを工事用土砂として岸壁嵩上げ工事等の一部に活用した。 

（3） 整備効果 

各被災港湾における事業実施後の効果について、以下のとおりその概要を記載する。 

 

＜八戸港＞ 

防波堤や航路・泊地等の整備により、港内静穏度の向上や岸壁での荷役作業の安全性確保が図ら

れ、大型船輸送による物流の効率化等を後押ししている。これにより、臨海部エリアにＬＮＧ基地

や造船工場等が立地するなど、約 960億円の民間投資や約 150人の雇用創出の実現に貢献している。 

 

＜久慈港＞ 

防波堤の整備により、港内静穏度の向上や岸壁での荷役作業の安全性確保が図られている。これ

により、臨海部エリアにバイオマス発電所が立地し、約 65億円の民間投資や約 30人の雇用創出の

実現に貢献している。 

 

＜宮古港＞ 

防波堤や岸壁等の整備により、港内静穏度の向上や岸壁での荷役作業の安全性確保が図られてい

る。また、観光・交流施設の利便性の向上が図られていることから、地域の観光交流機会が拡大し、

宮古市の観光入込客数が港湾整備前と比較して整備後には約 2.7倍に増加するなど、地域経済の振

興に貢献している。 

 

＜釜石港＞ 

岸壁の荷役機能の強化により物流の効率化が図られ、新たに内陸部に工場が立地するなど、約 30

億円の民間投資や約 70人の雇用創出の実現に貢献している。また、港湾利用企業数も大きく増加し

ている。 
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図表 5-10-15 釜石港の港湾機能強化と利用企業数の推移 

 

資料）国土交通省東北地方整備局港湾空港部「東日本大震災から 10年、東北港湾の今とこれから」（令和３年３月１日） 

 

＜大船渡港＞ 

岸壁や臨港道路の整備により、船舶の大型化による物流の効率化が図られ、それに伴い臨海部エ

リアにはバイオマス発電所が立地し、約 240 億円の民間投資や約 10 人の雇用創出の実現に貢献し

ている。 

 

＜仙台塩釜港＞ 

岸壁や航路・泊地等の整備により、大型船輸送による物流の効率化等が図られ、仙台塩釜港を利

用する自動車メーカーの東北地方での自動車生産台数が港湾整備前と比較して整備後には約 1.5倍

に増加するなど、地域経済の振興に貢献している。 

 

＜相馬港＞ 

防波堤や航路・泊地等の整備により、港内静穏度の向上や岸壁での荷役作業の安全性確保が図ら

れ、大型船輸送による物流の効率化等を後押ししている。これにより、臨海部エリアにＬＮＧ基地

や天然ガス発電所、バイオマス火力発電所等が立地し、約 2,140億円の民間投資や 170人以上の雇

用創出の実現に貢献している。 
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図表 5-10-16 相馬港整備概要 

 
資料）国土交通省東北地方整備局港湾空港部「東日本大震災から 10年、東北港湾の今とこれから」（令和３年３月１日） 

 

＜小名浜港＞ 

防波堤や航路・泊地等の整備により、港内静穏度の向上や岸壁での荷役作業の安全性確保が図ら

れ、大型船輸送による物流の効率化等を後押ししている。それに伴い、臨海部エリアにバイオマス

発電所、石炭ガス化複合発電所等が立地し、約 3,100億円の民間投資や約 440人の雇用創出の実現

に貢献している。 

 

＜茨城港＞ 

防波堤や航路・泊地等の整備により、港内静穏度の向上や岸壁での荷役作業の安全性確保が図ら

れ、大型船輸送による物流の効率化等を後押ししている。さらに、令和２年７月に中央ふ頭地区に

モータープールⅡ期が完成し、完成自動車の輸出拠点として地域経済の振興に貢献している。 

 

＜鹿島港＞ 

防波堤や航路・泊地等の整備により、港内静穏度の向上や岸壁での荷役作業の安全性確保が図ら

れ、大型船輸送による物流の効率化等を後押ししている。これにより、臨海部エリアに穀物関連企

業等が立地し、穀物等の安定供給の実現に貢献している。 

 

各港湾において、産業・物流復興プラン等を踏まえた取組みを行ったことで、防災面では、防波

堤等の復旧や新設がなされ、さらに主要港湾での港湾ＢＣＰ策定及びこれに基づく防災訓練等が実

施された。 

経済面では、被災した港湾のうち、八戸港、釜石港、仙台塩釜港、小名浜港などで被災後の取扱

貨物量が被災前を上回り、過去最高を記録した。また、東北管内への国内外のクルーズ船の寄港回

数も着実に増加し、令和元年には過去最高を記録した。これは、港湾機能の増強（航路、岸壁、ふ

頭用地、荷役機械の整備等）に加え、港湾背後の高規格道路等の整備も進捗したことで、周辺地域

に新たな企業立地が促進されたことや、寄港地観光エリアが拡大したこと等が大きな要因であると

考えられる。 
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図表 5-10-17 港湾ＢＣＰに基づく防災訓練の様子（平成 29年度八戸港） 

 

資料）国土交通省東北地方整備局港湾空港部「東日本大震災から 10年、東北港湾の今とこれから」（令和３年３月１日） 
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図表 5-10-18 東北管内港湾の取扱貨物量実績 

 

資料）国土交通省東北地方整備局港湾空港部「東日本大震災から 10年、東北港湾の今とこれから」（令和３年３月１日） 

 

図表 5-10-19 東北管内港湾のクルーズ船寄港実績 

 

資料）国土交通省提供 
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4. 事業実施に当たって発生した課題・対応等 

（1） 事業実施に当たって発生した課題・対応 

産業・物流復興プランの策定にあたっては、多様な主体が活動する港湾エリアにおいて復旧・復

興スケジュールや整備内容の円滑な調整を図るため、国、港湾管理者、地方公共団体及び港湾立地

企業等からなる協議会を設置し調整を実施した。 

また、国土交通省では、仙台塩釜港のフェリー埠頭公社ターミナルの災害復旧に係る特例措置の

設定や、東日本大震災による被害を受けた公共土木施設の災害復旧事業等に係る工事の国等による

代行に関する法律（平成 23年法律第 33号）等に係る制度整備が進められた。 

（2） 東日本大震災以降の災害に備え工夫された取組等 

各港湾において、大規模災害時にも迅速に企業活動が再開できるよう、企業ＢＣＰとも連携した

港湾ＢＣＰを策定した。また、港湾施設等が被災し物流機能が停止した際にも、迅速に機能回復が

図られるよう、港湾に関連する行政機関や港湾管理者等が一丸となって様々な取組みを行うための

港湾機能継続協議会を設立した。 

また、東日本大震災のような大規模災害時には、各港湾において単独で復旧活動等を行うことが

困難であると想定され、港湾機能の復旧に必要となる資機材の広域調達や代替輸送による相互連携

等の広域連携が必要不可欠となることから、東北地方の港湾においては、「東北広域港湾ＢＣＰ」を

策定することで関係機関の役割と事前対策を整理し、広域的な連携の確保を図った。 

さらに、策定された港湾ＢＣＰや港湾機能継続協議会等を活用し、各港において訓練の実施や情

報連絡体制の構築等を行った。訓練は定期的に実施し、関係者との連携体制の確認を行いつつ、Ｐ

ＤＣＡサイクルによって訓練結果を行動計画に反映し、必要に応じて計画の修正等を行った。また、

連絡体制の構築にあたっては、インターネットの指定サイトを活用し、災害時の情報集約・発表を

行うことや、インターネットの閲覧ができない場合には、国や県の事務所等において情報を掲示す

ること等の取決めを行った。 

 

図表 5-10-20 鹿島港連絡協議会体制図 

 

資料）港湾ＢＣＰによる協同体制構築に関する鹿島港連絡協議会「鹿島港における大規模地震等発生時の震後行動計画」 

（平成 29年３月） 
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図表 5-10-21 東北港湾における広域連携のイメージ 

 

資料）東北広域港湾防災対策協議会「東北広域港湾機能継続計画改訂版」（令和４年２月） 

 

図表 5-10-22 東北地方における代替輸送港湾のイメージ 

 

資料）東北広域港湾防災対策協議会「パンフレット 東北地方の港湾機能継続計画（ＢＣＰ）－災害に強い港湾を目指して－」 
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東日本大震災においては、津波の襲来によりコンテナや車両、漁船等の流出・漂流等が発生し、

航路を閉鎖するという事態が起こった。今後も同様の災害が発生した場合には、航行する船舶の衝

突事故や緊急物資輸送の停滞等を招く可能性があり、被災地の復旧支援活動に大きな障害となるこ

とが想定される。こうした状況を踏まえ、重要な航路などで国自らが迅速に支障物撤去作業を実施

できるよう、平成 25年に港湾法令が改正された。これにより、船舶の航行路の幹となる「開発保全

航路」が拡大され、さらに開発保全航路と各港湾とを結ぶ枝の部分として「緊急確保航路」が新た

に指定されたことで、それぞれの航路の啓開作業を国が一気通貫で行うことができるようになった。

なお、新たに指定された緊急確保航路は、東京湾、伊勢湾、大阪湾及び瀬戸内海に設けられている。 

 

図表 5-10-23 開発保全航路・緊急確保航路のイメージ 

 

資料）国土交通省「交通政策審議会第 53回港湾分科会 資料１」（平成 25年８月７日） 

 

（3） 教訓・ノウハウ 

1） 迅速な情報収集・応急復旧 

地震災害直後より円滑に初動対応を行うためには、早期の状況把握が必要となる。しかし、災害

直後には人的資源は限られ、さらに港湾に接続する道路の被災や渋滞等により、現地に人員を派遣

することが困難な場合も想定される。このため、リアルタイムで現地情報の収集が可能なライブカ

メラやセンサー、あるいはドローン等を活用し、迅速に情報収集を行うとともに、ＩｏＴを活用し

た情報の統合・分析を行い、施設の利用可否を早期に判断して関係者と共有する枠組みが必要であ

る。また、陸上からのアクセルルートの途絶を想定して、船舶を活用した人員や資機材の輸送ルー

トを港湾ＢＣＰに明記し、初動対応の迅速化を図ることが必要である。さらに、港湾の復旧に必要

な重機や作業船の数量や保管場所を事前に整理しておくとともに、災害発生直後より迅速かつ安全
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にアクセスできることを確認しておく必要がある。 

被災後の港湾機能の早期回復にあたっては、多様な主体との事前連携に基づいて、迅速な応急復

旧を行うことが重要である。被災直後における迅速かつ的確な交通・物流網の応急支援や港湾活動

の応急復旧には、関係する民間企業や地元自治体との連携や適切な情報発信が不可欠であり、平時

からそのための協力体制を構築しておくべきである。 

2） 関係機関の連携 

港湾は災害からの復旧・復興の拠点として機能することが求められ、耐震強化岸壁やその周辺施

設が緊急物資輸送の拠点として適切に活用される必要がある。また、東日本大震災では、がれき処

理として港湾を活用するまでに、関係者間の調整に一定の時間を要したことを踏まえ、今後の災害

発生に備えては、災害廃棄物の処理の円滑化のために予め関係機関との連携体制を構築しておくこ

とや、災害廃棄物の取扱いルール等を策定しておくこと、仮置き場の配置・容量等の整理を行って

おくことなどが必要である。加えて、静脈物流の拠点となるリサイクルポートとの連携についても、

検討を行っておくことが望ましい。 

港湾施設を含む交通インフラの復旧・復興事業は、その持続可能性を考慮しながら地域特性に応

じて実施する必要があり、必ずしも原型復旧だけが選択肢ではなく、産業復興を支える港湾機能の

増強等に向けた検討も行っていくことが必要である。 

3） 港湾施設の強靱化 

津波からの防護の観点からは、現状において津波のリスクの高い南海トラフ地震防災対策推進地

域での防潮堤計画高の達成率が低く、耐震化率も低いことを踏まえ、首都圏直下地震緊急対策地域

に加えて南海トラフ地震防災対策推進地域等においても、計画的に防潮堤の計画高の確保や耐震化

を推進すること、条件によっては多重防護も検討することが必要である。 

災害対応力の強化の観点からは、供用されている耐震強化岸壁は港湾計画に位置付けられた施設

数の半分程度（特に幹線貨物輸送対応の施設数は４割弱程度。）にとどまっていること、近年、災害

派遣等に使用される船舶が大型化しており、緊急物資輸送用の耐震強化岸壁の延長不足が顕在化し

ていること、さらに、初期に整備された耐震強化岸壁の老朽化の進行や、島しょ部や災害時に船が

唯一の交通手段となる半島等において、耐震強化岸壁の空白地帯が存在していることなどを踏まえ、

災害時の物流ネットワークを確実に維持するため、計画的に耐震強化岸壁の整備率を高めるための

対応策を検討することが必要である。また、緊急物資輸送の耐震強化岸壁の延伸や老朽化対策等を

推進していくことも必要であろう。 

4） 被災時の海上輸送網の確保 

災害に強い海上輸送ネットワークの構築に向けた対策推進の観点からは、各港湾において港湾Ｂ

ＣＰを策定済みであっても、巨大災害には現実的に対応困難となる可能性もあることを踏まえ、複

合的災害に発展する可能性を視野に入れた訓練、港湾広域防災協議会等を活用した広域的な港湾Ｂ

ＣＰに基づく訓練、さらには地方ブロックを超えた訓練等の実施を通じて、関係者の連携強化や役

割分担の明確化を行い、対応能力の向上を図ることが必要である。特に、広範囲での津波が予想さ

れる南海トラフ地震等が発生した場合、迅速な航路啓開が必要となることから、開発保全航路や緊

急確保航路の航路啓開作業等に関する連携体制の構築が必要となる。 

東日本大震災では、泊地や航路に多くのがれきや車両、コンテナ等が埋没した。応急復旧時やそ
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の後の復旧・復興事業において、こうした障害物の撤去作業が行われたが、完全に全ての障害物が

撤去された状態であるとは言い切れず、一部の障害物が未だ海中に存置されている可能性も残って

いる。こうした障害物が将来的に新たに発見され、撤去の必要性が生じた場合の対応方針等につい

ても、予め検討しておくことが必要であろう。 
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5章 住まいとまちの復興 

11節 農地・農業用施設  

1. 被害の概要  

農地・農業用施設等の被害総額は令和４年１月末時点で 9,005億円で、内訳は、農地が被害面積

26,000ha で被害額 4,288 億円、農業用施設等（水路、揚水機、集落排水施設等）が 18,143か所で

被害額 4,717億円となる1。 

 

津波により冠水した農地では、がれきの堆積に加え、塩害が発生した。作付けするに当たっても

土壌中の塩分の分離・除去（除塩）が必要となることから、塩害による農業への影響は大きいもの

となった。 

その他、強い揺れによる農地・農業用施設への被害は、東北地方のみならず関東地方、中部地方

の各地に及んだ。広範囲にわたって農地の液状化被害、地すべりが生じたほか、農業用水路（パイ

プライン等）や排水機場が各地で被災し、多数の農地への用水供給・排水に影響を及ぼした。 

 

図表 5-11-1 被災した農地、施設（１） 

 

資料）農林水産省「食料・農業・農村白書（平成 23年度）」 

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12232574/www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h23/zenbun.html 

  

 
1 農林水産省「東日本大震災からの農林水産業の復興支援のための取組」（令和４年 12月） 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/saigai/attach/pdf/torikumi-48.pdf 
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図表 5-11-2 被災した農地、施設（２） 

  

資料）宮城県「みやぎの農業農村復旧復興のあゆみ～再生から創造的な復興へ～」（P75）（平成 29年３月） 

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin/ayumi.html 
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2. 応急復旧  

農地・農業用施設の復旧については、平成 23年第１次補正予算により、平成 23年内の作付けが

必要な地域の農地や用水施設、二次災害を防止するのに必要な排水路、排水機場等の応急対策に重

点を置き実施された。また、被災農地のうち早急に営農再開が可能である内陸部から除塩を進める

などの対応が行われた。 

その後、平成 23 年 11 月 21 日に成立した第３次補正予算において、被災した農地や農業用施設

等の災害復旧、再度災害の防止及び除塩事業をメニューとする対策が措置された。 

 

農業用施設等については、東北３県の仮復旧が可能な排水機場 72 か所全てに対して排水ポンプ

設置等の応急対応を実施し、後背地の重要性を考慮した農地海岸の優先対策区間 7.3kmに対して盛

土等による高潮位までの締切等の応急対応を行った2。 

 

図表 5-11-3 排水ポンプ設置等の応急対応の実施（宮城県） 

  

資料）宮城県「みやぎの農業農村復旧復興のあゆみ～再生から創造的な復興へ～」（P49）（平成 29年３月） 

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin/ayumi.html 

 

3. 復旧・復興 

（1） 東日本大震災を踏まえた整備方針 

災害復旧事業は、災害対策基本法に規定されている国及び地方自治体の実施責任に基づき、被災

した施設等の災害復旧及び復旧と併せた再度災害防止に係る整備等を実施するものであり、災害が

発生しやすい我が国においては、農業者等のみをもってしては復旧を迅速に処理することが困難で

あることから、東日本大震災からの復旧・復興により、農林水産業の維持を図り、併せてその経営

の安定に寄与するためには、都道府県が事業主体に対し補助するために要する経費等に対して国費

を投入する必要があるとされた3。 

 

 
2 農林水産省「食料・農業・農村白書（平成 23年度）」 

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12232574/www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h23/zenbun.html 
3 復興庁「令和 3年度行政事業レビューシート 

https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat8/sub-cat8-3/review_r03/rs2021page/r03rs20008600.html 
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東日本大震災からの復興に向けた国による取組の基本方針として「東日本大震災からの復興の基

本方針」を策定し、農林水産省は、基本方針に示された農業・農村の復興の方向性を進化させ具体

化するため、「農業・農村の復興マスタープラン」（平成 23年８月公表）を策定した。 

復旧に当たっては、まずは基幹的施設である排水機場や堤防の復旧が可能なものから早急に実施

するとともに、農地については、がれき・ヘドロの除去、除塩やけい畔の修復などの復旧を進め、

その進捗状況を適切に把握し、早期の営農再開を可能にするよう進めた。 

「東日本大震災に対処するための土地改良法の特例に関する法律」に基づき、早期営農再開を図

るため、国等が緊急的に行う農地・農業用施設の災害復旧及び除塩並びにこれと併せて行う区画整

理等の事業を実施した。また、同法に基づき、土地改良事業の開始手続きの簡素化や高い国庫負担

率による事業実施が可能となった。 

避難解除等区域（津波による災害除く）については、福島復興再生特別措置法に基づき、国は、

高い国庫負担率により、農地・農業用施設等の災害復旧事業の実施が可能となった。 

津波により被災した農地 21,480ha から公共用地等への転用が見込まれるものを除いた復旧対象

農地 19,660haのうち、令和４年９月末時点で 18,640ha(95％)の農地で営農が可能となった。 

 

1） 【東日本大震災に対処するための土地改良法の特例に関する法律】の概要  

a. 除塩事業の創設 

除塩を定義し、これを土地改良事業（災害復旧）とみなすこととする。 

b. 地域の実情に応じた農業生産基盤の復旧 

① 早期営農再開を図るため、国・県等が、緊急に除塩、農地及び農業用施設の災害復旧の事業

を実施。 

② 国・県等が、災害復旧と併せて、区画整理（農用地造成を含む。）、旧施設の改良の事業を

申請によらず実施。 

③ 施設の改良に係る事業計画の２/３以上の同意徴集手続について、一定の場合、土地改良区

の同意で足りることとする。 

c. 国庫負担 

① 除塩については、9/10。 

② 区画整理については、現行の１/２に事業に必要な額に応じた大幅な嵩上げ分を加えた率。 

③ 国が災害復旧、旧施設の改良、区画整理等の事業を実施する場合、現行の国庫補助率に、必

要な額に応じた大幅な嵩上げ分を加えた率。 
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図表 5-11-4 農業・農村の復旧・復興に向けた東北農政局等の取組状況 

 

 

資料）農林水産省東北農政局「農業・農村の復旧・復興に向けた東北農政局等の取組状況」（令和３年 11月） 

https://www.maff.go.jp/tohoku/osirase/higai_taisaku/hukkou/torikumi.html 

農林水産省東北農政局「直轄特定災害復旧事業／直轄災害復旧関連区画整理事業 仙台東地区 事業誌」（令和３年３月） 
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2） 農地・農業用施設の主な復旧状況（令和４年１月末時点） 

・ 津波被災農地 95％で復旧完了（農地転用が行われたもの（見込みを含む）を除いた 19,660ha

に対するもの。福島県 1,020haを除き完了） 

・ 主要な排水機場全て復旧完了（復旧が必要な 96箇所に対するもの） 

・ 農地海岸の 98％で復旧完了（復旧が必要な 122 地区に対するもの（福島県内帰還困難区域内 

３地区を除き完了）） 

・ 農業集落排水施設の 99％で復旧完了（被害した 401 地区に対するもの（復旧事業実施中も含

む）） 

・ 東日本大震災復興交付金の復興基盤総合整備事業、農地整備事業等を活用し、地震・津波で被

災した地域及びその周辺地域について農地の大区画化を実施。原子力被災地域の休止した農地

においても営農再開の加速化のため、福島再生加速化交付金等を活用し、農地の大区画化を実

施。 

3） 農地の復旧にあわせた、ほ場の大区画化への取組 

地震・津波被災地域では、直轄事業や復興交付金等の活用により、農地の復旧と併せて農地の大

区画化を実施。令和４年３月末時点で 8,240ha の整備を行い、7,060ha におよぶ農地の大区画化を

行った。 

原子力被災地域では、福島再生加速化交付金等の活用により、原子力被災 12市町村の営農休止面

積 17,298haのうち、令和４年３月時点で農地整備予定面積は 4,455haで 41％の整備が完了。 

 

図表 5-11-5 農地の復旧にあわせた、ほ場の大区画化への取組 

 

資料）農林水産省「東日本大震災からの農林水産業の復興支援のための取組」（令和４年 12月） 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/saigai/attach/pdf/torikumi-48.pdf 
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4） 農業農村整備事業と防災集団移転促進事業の連携 

防災集団移転促進事業と連携して農業農村整備事業を実施し、高台への集団移転と併せて、移転

跡地を含めた農地整備を 10市町 17地区で進めており、14地区で整備が完了。 

（令和４年３月末時点） 

 

図表 5-11-6 防災集団移転促進事業と連携した農業農村整備事業 

 

 

図表 5-11-7 防災集団移転促進事業と連携した農業農村整備事業を実施した地区 

県名 市町村名 地区名 

宮城県 南三陸町 南三陸地区 

石巻市 牡鹿地区、大川地区、北上地区 

七ヶ浜町 七ヶ浜地区 

気仙沼市 気仙沼地区 

山元町 山元東部地区 

亘理町 亘理地区 

東松島市 西矢本地区、奥松島地区 

名取市 名取地区 

岩沼市 岩沼地区 

福島県 南相馬市 原町東地区、右田・海老地区、真野地区、井田川地区、八沢地区 

２県 10市町 17地区 

資料）農林水産省「東日本大震災からの農林水産業の復興支援のための取組」（令和４年 12月） 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/saigai/attach/pdf/torikumi-48.pdf 

 

5） 原子力被災 12市町村の農地・農業用施設等の復旧・復興 

原子力被災 12市町村の営農再開に向けて、農地・農業用施設等の災害復旧事業を実施。県や市町

村による農地・農業用施設等の災害復旧事業が迅速に進むよう支援。農家の帰還状況等を踏まえ、

担い手の確保と持続的経営が可能となる農地の大区画化・汎用化を行い、高収益作物への転換や生
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産性の向上を促進。 

 

図表 5-11-8 農地・農業用施設等の災害復旧事業 

 
資料）農林水産省「東日本大震災からの農林水産業の復興支援のための取組」（令和４年 12月） 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/saigai/attach/pdf/torikumi-48.pdf 

 

6） 農業水利施設等の放射性物質対策について 

直轄農業水利施設放射性物質対策事業として農業水利施設の放射性物質の影響を低減するため、

農業水利施設における放射性物質の実態の把握及び国営請戸川地区内の農業水利施設の放射性物

質対策等を実施。 

国営請戸川土地改良事業地区内の農業用排水路への土砂流入防止対策として蓋掛け工事を約 23km（令

和３年度末時点）実施 

◼ 大柿ダムやため池約 100 箇所でのモニタリング調査を毎年実施し、調査結果に基づいて平

成 26年３月に「ため池の放射性物質対策技術マニュアル」を策定 

◼ ため池底泥の放射性物質については、福島再生加速化交付金の農業水利施設等保全再生事

業により、底泥除去等の拡散防止対策を実施 

7） 避難指示区域内農業用施設の保全管理について 

避難指示区域となり営農を休止した区域の農業用施設については、福島再生加速化交付金を活用

し、農業用用排水施設等の点検、見回り、除草、清掃及び管理運転等の保全管理を実施。 

（2） 農地除塩  

東日本大震災では、津波により、岩手県、宮城県及び福島県を中心とする太平洋沿岸地域の農地

に海水が浸入し、農地・農業用施設に甚大な被害が発生した。特に、農地については、土壌中に残

留した塩分による作物の生育障害が懸念されており、営農再開に向けた除塩が緊急の課題となって

いた。 

除塩事業は土地改良法に規程が無く、東日本大震災以前は臨時特例的に助成措置を講じていたが、

東日本大震災に係る除塩事業については、「東日本大震災に対処するための土地改良法の特例に関

する法律」（以下、本節において「特例法」という。）により、土地改良事業とみなして、高い国庫
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負担により実施することとした4。 

  農地の除塩の取組が迅速かつ円滑に進められるよう、除塩の作業手順や技術的な留意事項等につ

いて整理し、除塩の実務に携わる担当者向けのマニュアルとして「農地の除塩マニュアル」を作成

した。 

 

図表 5-11-9 参考：「農地の除塩マニュアル」抜粋 

1.除塩の基本的な考え方 

土壌中に残留する過剰な塩分は、十分な量の真水で流し出すことを基本とする。この場合、ほ場

内に十分な量の真水を湛水させ、その浸透水により土壌中の塩分を排除する方法と、土壌中の塩分

を湛水中に拡散溶出させ、ほ場の水尻から排水する方法がある。いずれの方法においても、土壌中

の塩分濃度が目標値に達するまで、湛水から排水に至る工程を繰り返す。また、海水中のナトリウ

ムイオンの影響で土壌の物理性が悪化し、透水性が低下している場合は、石灰質資材を散布し土壌

の物理性を改善した後に、湛水から排水に至る一連の作業を行った方が除塩効果が大きい。 

 

 
資料）農林水産省「農地の除塩マニュアル農村振興局」（P.８-10）（平成 23年６月） 

https://www.maff.go.jp/j/press/nousin/sekkei/pdf/110624-01.pdf 

  

 
4 全国農村振興技術連盟「災害復旧事業の解説」_１災害概論 
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図表 5-11-10 除塩の作業手順例 

 

資料）農林水産省「食料・農業・農村白書（平成 23年度）」 

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12232574/www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h23/zenbun.html 

 

【非かんがい期の除塩作業の例（仙台東地区）】 

土壌中に残留した塩分は真水により流し出すこととし、塩分濃度が基準値以上の場合には複数回にわ

たり除塩を実施した（最大４回実施）。また、仙台東地区のかんがい期間は４/25～９/10であること

から、仙台市長から東北地方整備局長あて河川法の許可申請（一級河川名取川水系広瀬川における水

利使用に係る河川法第 23条許可申請）を行った上で非かんがい期の除塩を行った。 

（3） 国による災害復旧・復興  

農業・農村の復興マスタープランにおいて、特例法に基づき、早期営農再開を図るため、国等が

緊急的に行う農地・農業用施設の災害復旧事業及び除塩事業並びにこれと併せて行う区画整理等の

事業を実施することとした。 

2022年９月時点で、直轄事業 13地区のうち請戸川地区を除く 12地区が完了した。 

1） 直轄災害復旧事業地区  

・ 定川（宮城）：2,775百万円（事業完了） 

・ 仙台東（宮城）：※87,096百万円（事業完了）※直轄災害復旧関連事業を含む 

・ 名取川（宮城）：15,474百万円（事業完了） 

・ 亘理山元（宮城）：12,268百万円（事業完了） 

・ 迫川上流荒砥沢ダム（宮城）：85百万円（事業完了） 

・ 迫川上流（宮城）：209百万円（事業完了） 

・ 河南（宮城）：535百万円（事業完了） 

・ 白河矢吹（福島）：3,337百万円（事業完了） 

・ 阿武隈上流（福島）：646百万円（事業完了） 

・ 南相馬（福島）：17,440百万円（事業完了） 
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・ 芳賀台地（栃木）：71百万円（事業完了） 

2） 代行海岸保全施設災害復旧事業地区  

・ 亘理・山元農地海岸（宮城）：16,295百万円（事業完了） 

3） 福島特別直轄災害復旧事業  

・ 請戸川（福島）：11,018百万円（令和５年度完了予定） 

 

図表 5-11-11 農地・農業用施設の直轄災害復旧事業 

 

 

資料）農林水産省「東日本大震災からの農林水産業の復興支援のための取組」（P５）（令和４年 12月） 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/saigai/attach/pdf/torikumi-48.pdf 
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4） 仙台東地区における排水機場の復旧  

仙台東地区は、県営事業等で整備された事業地区であり、施設の管理は仙台市及び仙台東土地改良

区が行っていることから、通常の災害復旧事業では、災害復旧の事業主体は仙台市若しくは仙台土地

改良区となるが、東日本大震災が想定を超える大災害であったことから、仙台市において人員面や技

術面から災害復旧の実施が困難であることなどにより、仙台市及び宮城県から特例法に基づき、国に

よる事業対応の要請があった。 

このことから、仙台東地区の除塩、農地及び農業用施設の復旧を「直轄特定災害復旧事業（仙台東

地区）」として実施することにした。 

排水機場については、発災直後、４つの基幹的な排水機場が機能停止となり、農地約 2,300haの排

水や地区内住宅の排水ができなくなったことから、仙台市からの要請を受け、基幹排水機場への災害

応急用ポンプの貸出による排水作業や一部ポンプの機能回復を行った。 

 また、地震による地盤沈下の影響により、自然排水機能が低下したことから、被災前の約２倍の排

水能力を確保した。 

 

（4） 5) 仙台東地区における大区画化を主体とした区画整理  

仙台市長から、直轄特定災害復旧事業と併せた大区画化ほ場の整備も要請されたことから、仙台

東地区については、隣接する農地を取り込み、1,900ha の区画整理を「直轄災害復旧関連区画整理

事業（仙台東地区）」として実施した。  

一方、区画整理の実施にあたっては農家等の合意形成が必要であり、区画整理に着手するまでの

間は、先行して直轄特定災害復旧事業により農地復旧等を実施した。これは、JA、土地改良区等か

ら、農家の営農意欲を喚起・持続するため、着手までの対応として早期の農地復旧が求められたた

めである。  

大区画化を主体とした区画整理により、農地の利用集積による経営規模の拡大と経営の合理化が

図られ、農業生産性の向上と農業経営の安定化が可能となった。また、本事業による暗渠排水の整

備により水田の畑利用が促進され、高収益作物の導入が進んでおり、GLOBALG.A.P.を取得した「仙

台井土ねぎ」など地域のブランド作物の生産拡大に寄与することが期待されている。 

 

・ 直轄特定災害復旧事業 

仙台東地区（除塩、農地復旧、施設復旧）：55,491百万円（事業完了） 

・ 直轄災害復旧関連区画整理事業 

仙台東地区：31,604百万円（事業完了） 
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図表 5-11-12 農地の復旧・整備（生産基盤） 

 

 

 

 

 
 

資料）農林水産省東北農政局「農業・農村の復旧・復興に向けた東北農政局等の取組状況」（P４、P９、P10）（令和３年 11月） 

https://www.maff.go.jp/tohoku/osirase/higai_taisaku/hukkou/torikumi.html  
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図表 5-11-13 直轄災害復旧関連区画整理事業の主要工事 

区分 受益面積 工種・数量 備考 

区画整理 1,900ha 区画整理 
末端用水路 
末端排水路 
揚水機 
暗渠排水 

A=1,900ha 
L=189km 
L=13km 
18箇所 

１式 

 

 

図表 5-11-14 直轄特定災害復旧事業の主要工事 

区分 受益面積 工種・数量 備考 

施設復旧 2,362ha 排水機場 
用水路 
排水路 
農道 

４箇所 
１式 
１式 
１式 

 

農地復旧 1,810ha 堆積物土砂撤去 
畦畔復旧 
整地工 
客土工 

１式 
１式 
１式 
１式 

 

除塩 1,393ha 湛水除塩工 
石灰等散布工 

１式 
１式 

 

資料）農林水産省東北農政局「直轄災害復旧関連区画整理事業仙台東地区完工式の開催について」（令和３年１月 22日） 

https://www.maff.go.jp/tohoku/press/soumu/soumu/210122.html 

農林水産省東北農政局「農業・農村の復旧・復興に向けた東北農政局等の取組状況」（令和３年 11月） 

https://www.maff.go.jp/tohoku/osirase/higai_taisaku/hukkou/torikumi.html 

 

図表 5-11-15 仙台東地区における除塩工事実施状況 

 

資料）農林水産省東北農政局仙台東土地改良建設事業所「仙台東地区の軌跡」（P.95）（令和３年３月） 
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（5） 県による災害復旧・復興事業 

1） 概要  

宮城県・岩手県では、災害復旧事業（暫定法）において被害が大きく複合的であった津波被災地

区を県営事業として、それ以外の周辺地区を市町村営事業として区分した。福島県では津波被災農

地の災害復旧事業は市町村営事業とし、農地復旧と併せてほ場整備を行う事業は県営事業として実

施した。 

・ 災害復旧事業費補助（平成 23年度～令和２年度） 

◼ 農地災害復旧事業：50,497百万円 

◼ 農業用施設災害復旧事業：66,926百万円 

◼ 海岸保全等：63,257百万円 

◼ 農地災害関連区画整理事業：1,095百万円 

◼ 農村生活環境施設復旧事業：14,221百万円 

◼ 災害関連緊急地すべり対策事業：193百万円 

2） 岩手県における復旧復興状況  

a.   復旧の概要 

農地・農業用施設の復旧については、甚大な被害を受けた沿岸８市町村の要請を踏まえ、岩手県

が事業主体となり、「県営災害復旧事業」を実施することとした。その際、「なりわいの再生」に向

け、以下のように復旧・整備を進めた。 

(1) 国の災害査定が終了したところから順に、除塩を含め農地・農業用施設の「原形復旧工事」

に着手した。 

(2) まとまった農地については、原形復旧にとどまらず、災害復旧と一体的に進める「ほ場整備」

の導入を推進。 

b. 主な内容 

  ①除塩対策 

農林水産省は、除塩が特例法により土地改良事業（災害復旧事業）として認められた後、 平成 23

年度補正予算で除塩事業を創設し、岩手県においても事業を導入した。被害調査結果から、岩手県

では以下のように農地災害復旧事業及び除塩事業を申請した。 

・ 水田の場合：かん水による除塩作業で復旧 

・ 畑の場合：水源が得られないため客土工による復旧 

②災害査定 

・ 災害査定は、平成 23年５月 20日～12月 22日まで 23次、51班体制で行われ、査定件数 1,074

件、申請額 370億円に対し査定額 343億円に上り、岩手県内では過去最大となった。 

・ 災害査定に当たっては、堆積土砂厚や道水路における横断図の測定頻度軽減など、査定事務が

簡素化されたことにより事務量が大幅に軽減されたほか、全国から延べ 148名の派遣応援を受
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け、平成 23年 12月までに終了した。 

・ 被害が甚大な沿岸部８市町村（陸前高田市・大船渡市・釜石市・大槌町・山田町・宮古市・岩

泉町・野田村）は、災害復旧事業の実施体制が確保出来ないことから、市町村に代わり県営事

業として実施した。なお、農地海岸保全施設（10箇所）と衣川１号ダム（奥州市）は、施設所

有者である岩手県が災害復旧事業を実施した。 

・ 農地海岸保全施設（堤防）の被災については、10海岸のうち、４海岸の堤防が全壊、２海岸が

一部損壊の計６海岸が破堤し、全ての海岸で地盤沈下（0.1～1.5m）が確認されるなど、広範

囲にわたって被災し、その程度が甚大であったため一定計画による復旧を申請することとした。 

③海岸保全施設の復旧 

・ 岩手県では、「岩手県津波防災技術専門委員会」（委員長：堺茂樹岩手大学工学部長）を設置

し、津波対策の方向性、津波対策施設の整備目標、防災型の都市・地域づくりについて検討し

た。 

・ また、海岸保全施設（堤防）は、農地海岸保全施設を所管する岩手県農林水産部農村建設課の

ほか、森林保全課、漁港漁村課及び県土整備部河川課が所管しており、それぞれの目的に応じ

て一連の湾内（地域海岸）に所在することから、復旧に向けた堤防高さの設定や構造の考え方

については、岩手県関係課が連携して統一を図り、海岸ごとに関係市町村及び地域住民に説明

し、その意見等を踏まえて復旧高さを決定した。 

c. 組織体制（24年度の対応） 

・ 岩手県では、膨大な災害復旧関連業務に対応するため、①内陸の部署からの職員シフト、②兼

務発令による用地・換地業務支援、③横軸連携（盛岡⇒宮古、県南⇒大船渡）による設計書作

成支援、④登記嘱託員の確保、等々の出来る限りの県内調整に努力した。 

・ 岩手県職員のみでは対応が困難であったことから、平成 23年度より各地方農政局や全国の 33

道府県から平成 30年度までに、延べ 268人の職員の派遣を受け、執行体制を確保した5。 

 

3） 宮城県における復旧復興状況 

a. 復旧の概要  

津波被害区域の農地・農業用施設の復旧に当たっては、現地の被害状況により復旧作業の場所や

順序を調整し、可能な場所から順次、水稲の作付けを再開できるよう各種対策を実施した。 

また、進め方についても現場の被災状況を踏まえた上で、国、県、市町村、土地改良区、JA等関

係機関と調整を図りながら以下の手順で進めた。 

  

 
5 岩手県「希望郷いわて農業・農村復興への歩み」（令和３年２月） 
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図表 5-11-16 津波被害区域の農地・農業用施設の復旧手順 

 
資料）宮城県「みやぎの農業農村復旧復興のあゆみ～再生から創造的な復興へ～」（P57）（平成 29年３月） 

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin/ayumi.html 

b. 主な内容 

 

①応急排水対策  

沿岸部においては、震災による津波で堤防の決壊、水門、排水機場の破損に加え地盤沈下もあり

排水ができないため応急排水対策を実施した。受益農地はもとより上流部の集落や公共施設の排水

を担っていることや、復旧の遅れが、津波被災のない上流部の水田作付けに大きく影響し、大雨が

発生した場合の上流部の湛水も懸念されたため農林水産省の災害応急用ポンプ、国土交通省の排水

ポンプ車、市町村が建設業者よりリースで借り受けたポンプ等で応急排水対策を実施した。 

②応急復旧対応  

津波により被災した機場の中でも、ポンプ本体には被害が少なく補修等で応急復旧が可能な機場

については、同時期に各ポンプメーカー協力のもと機場の機能診断を実施し、仮稼働のための必要

最小限の機器構成で早期復旧を図った。 

応急排水や応急復旧対応を実施した結果、５月末までには被災前の排水能力の約３割まで回復す

るとともに、石巻管内においては、津波被害のない上流域（石巻河南地域）1,300ha の水稲作付け

がほぼ可能となったほか、農地の除塩も可能となった。５月末までに全県で約 1,136haについての

水稲等作付けが可能となった。 

③除塩対策  

津波により浸水被害を受けた県内の農地約 14,300haのうち、農地復旧・除塩対策が必要な面積は

13,000haとなった。 

除塩事業については、平成 23 年度に営農再開を目指した被害の少ない農地については被災市町

が事業主体となり、査定前着工により着手した。平成 24年度以降は、主に県営事業として実施して

いる。 

津波被害を受けた農地の復旧対策や農作物の技術対策を迅速かつ的確に行うため、農林水産部内
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に農地復旧支援チームを設置し支援体制を整備した。さらに、必要に応じて東北大学、宮城大学、

東北農業研究センター、農業工学研究所など関係機関の技術的アドバイスや、除塩被害の対策に経

験のある熊本県から資料提供を受け、その後技術者２名の派遣も受け対策に当たった。また、除塩

については、真水（河川水）による湛水、落水を繰り返す必要があり、河川水の使用については河

川管理者との協議を行い実施した。 

④農業用施設の復旧  

・ 排水機場：津波により被災した 47 箇所の農業用排水機場について、令和２年度までに全て復

旧を完了した。 

・ 農道：県内で農道が 1,121箇所（津波区域 351箇所、津波区域外 770箇所）被災し、令和２年

度までに全て復旧を完了した。 

・ 農業集落排水施設：地震により被災した農業集落排水施設のうち、津波被害による廃止施設を

除く 93施設全てで平成 28年度までに汚水処理を再開した。 

・ ため池：震災で被災し復旧が必要となった 126箇所のため池全てが平成 27年度までに工事完

了した。 

・ 事業の執行にあたっては、地区毎の事業量の変動に対し、地区間流用や予算の追加を早期に 

行い、円滑な事業進捗が図られた。 

 

⑤GIS（水土里情報システム）の活用について  

宮城県の水土里情報システムは，宮城県土地改良事業団体連合会が管理・運用しており、オ

ルソ画像、地形図、農業用・用排水施設、農地の筆・区画図等のデータベースを「農業・農村基

盤図」として整備している。 

水土里情報システムは図上測定に加えGPS計測器による現地測定結果も取込み可能であるこ

と、写真の画像度も縮尺1/2,500であるため、災害復旧に有効に活用できるシステムになってお

り、今回、津波被害区域農地及び農業用施設（支線・小用排水路及び支線農道）の災害査定で本

システムを活用することとした。 

津波による浸水被害では、海水だけが浸水した塩害区域と農地や用排水路に土砂が堆積した

土砂堆積区域に区分される。水土里情報システムで作成した浸水図を基に現地調査を行い、塩害

区域と土砂堆積区域を判別することが可能である。また，エリア内の農地面積等の農地情報を抽

出することも可能である。 
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図表 5-11-17 GIS（水土里情報システム） 

 

資料）宮城県「みやぎの農業農村復旧復興のあゆみ～再生から創造的な復興へ～」（P64～65）（平成 29年３月） 

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin/ayumi.html 

 

c. 組織体制 

・被害が甚大であったことから、国・県・団体の役割分担の中で災害対応を実施することとし、

発災直後から、県農林水産部内に「農地・農業用施設災害対策チーム」を編成し対応にあたっ

た。その後もチームを再編しつつ、様々な課題に柔軟に対応した。 

・職員を沿岸事務所に重点配置するなど、震災に係るマンパワー不足への対応を行ってきたが、

宮城県職員のみでは全て対応することが難しい状況であったため、平成 23 年度より各地方農

政局や全国の 31都道府県から令和２年度までに、延べ 949名の職員の派遣を受けた6。 

 

 

 

  

 
6 宮城県農林水産部「みやぎの農業農村復旧復興のあゆみ～再生から創造的な復興へ～（更新版）」（平成 29年３月） 

 令和２年度までの派遣受入数は宮城県庁聞き取り 
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4） 福島県における復旧復興状況  

a. 復旧の概要 

福島県では、平成 28年６月に「うつくしまふくしま 農業農村復興・再生の記憶～次代に伝える

経験と手法～」を公表した。その中で次のような東日本大震災からの復旧方針を示し、災害復旧を

進めた。 

 

 

b. 主な内容 

①農林水産部における「農地等災害復旧に向けた行動計画」の策定 

東日本大震災により、広域的かつ複合的に甚大な被害が発生しており、農地及び農業用施設の早

急な復旧に向けて県、市町村及び土地改良区等の関係者が一体となり、全力で取り組んでいく必要

があるため、災害復旧事業を進めていく基本的な方針や作業スケジュール等を明らかにし、行動計

画を平成 23年４月７日に策定した。概要は以下のとおりである。 

 

（ア）災害査定の基本方針 

査定の地域区分については、大きく３つのグループ分けを基本として計画した。なお、査定の実

施時期については、被災の程度や市町村の体制を考慮し、作業に着手できるものから順次査定を実

施することとした。 

・ 第一グループ・・・・会津、中通り(地震) 

・ 第二グループ・・・・浜通り(原発から 30km圏外の地震) 

・ 第三グループ・・・・浜通り(原発から 30km圏内の地震及び津波) 

（イ）災害復旧のスケジュール 

今回の災害は地震と津波・原発事故が重なり、地域によって被災の状況が異なることから、行動

計画策定時点で以下のとおり被災原因別に区分して災害復旧を進めていくこととした。 

■ 地震 原発から 30km圏以外で、地震により被災した農地・農業用施設等については、災害復旧

事業を迅速に実施する。 

■ 津波 津波により被災した農地・農業用施設等については、今後、策定されることが想定されてい

る復興計画が策定されてからの対応とする。 

 ■ 放射能影響区域 原発事故による放射能影響区域については、立ち入りができず被害調査が行

えない状況にあるため、原発事故が収束し立ち入りが可能となった時点で、関係市町村の体制が整っ

た地域から順次、被害調査を実施した上で災害復旧を進める。 

 

②避難区域内の復旧方針について 

平成 24年５月 15日以降、空間線量の値により区域の見直しが行われ、避難区域は、帰還困難区

域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域に再編され、以下のとおり災害復旧を実施している。 

（ア）帰還困難区域 空間線量が高い区域であることから、災害査定及び復旧事業を実施していな

い。 

（イ）居住制限区域 除染により空間線量の低下が図られたところから、災害査定及び復旧事業を

実施している。ただし、農地防災及び地域住民の帰還促進の観点から、海岸保全施設、排水機場、た

め池及び農業集落排水施設については、優先して実施している。 

5-299

令和５年３月23日 東日本大震災からの復興政策10年間の振り返りに関する有識者会議（第４回） 
本文素案（第４回会議時点）



 

（ウ）避難指示解除準備区域 営農再開に向けて農地及び農業用施設など全ての工種で災害査定及

び復旧事業を実施している7。 

c. 組織体制 

農地・農業用施設の復旧・復興を効率的に進めるため、津波被害の大きかった相双農林事務所に

おいて、平成 24年 4月 1日より「農地復旧」班を増設した。 

さらに平成 26年 4月 1日より、本格化する藤沼ダム復旧工事に対応するため、県中農林事務所に

おいて「藤沼湖復旧」班を増設した。また相双農林事務所では、市町村の災害復旧工事の指導・助

言を行う「団体指導」班を増設し、県営災害復旧事業担当部署を、海岸復旧の「第一課」、農地復旧

の「第二課」、機場・施設復旧の「第三課」とし、第一課と第二課には「北部」と「南部」を担当す

る班を設け、復旧・復興にあたった。 

膨大な災害復旧関連業務のため福島県職員のみでは対応が困難であったことから、執行体制を確

保するため、令和 4年までに国や 27道府県から延べ 530人の職員の派遣を受けた。 

なお、農林水産省は、福島県からの支援要望に沿って、県下の市町村に令和３年度末までに延べ

1,414人月、年平均に換算して 118人の農業土木関係の技術者の派遣を行った。 

 

 

d.ため池の放射性物質対策について 

東京電力福島第一原子力発電所の事故により、広範囲のため池等農業水利施設が放射性物質に汚

染された。 

福島県では、ため池について、水質及び底質の放射性物質の分布状況を把握するためのモニタリ

ング調査（平成 25 年度～30 年度）や、利用や管理に及ぼす影響を軽減するための技術実証や効果

の評価を実施した。 

これらの取組みを踏まえて、「福島再生加速化交付金」により、農林水産省の技術支援のもと福島

県や市町村がため池の放射性物質対策を実施している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
7 福島県農林水産部「うつくしまふくしま 農業農村復興・再生の記憶～次代に伝える経験と手法～」（平成 28年６

月） 
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図表 5-11-18 ため池等の放射性物質による影響調査と対策 

 

資料）農林水産省「東日本大震災からの農林水産業の復興支援のための取組」（P20）（令和４年 12月） 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/saigai/attach/pdf/torikumi-48.pdf 
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4. 事業実施に当たって発生した課題・対応 

(1)災害応急用ポンプ 

・ 被災直後、排水機場から一斉に災害応急用ポンプの貸出要請が集中したことから、全国から災

害応急用ポンプ等を調達し、排水を実施。災害等に備えた災害応急用ポンプ及び関連資機材を

必要数確保すること、関係機関との連携体制の整備が重要。 

(2)災害復旧事業の査定等の簡素化 

・ 東日本大震災による甚大な被害の発生状況にかんがみ、災害査定事務の迅速な処理を図るため、

総合単価による計画概要書の作成や机上査定を行うことができる範囲の拡大のほか、津波被災

地域など被災状況の確認が困難な場合に、GISや航空写真の活用による計画概要書添付図面の

簡素化、標準断面方式による積算を認める措置を行った。 

(3)用排水機場の早期発注 

・ 実施設計がなされていない被災した用排水機場の本復旧工事を早急に発注するため、設計・施

工一括（デザインビルド：基本条件を提示して受注者の技術力を活用した詳細設計と工事を一

括して行う）発注方式により工事発注を行うなど、早期発注に向けた取組を行った。 

 (4)災害復旧時における支援体制について 

  ・被災後は、膨大な量の災害復旧業務が発生したため、国及び都道府県の農業土木系職員を派遣

し、農地・農業用施設等の復旧等工事に係る支援を行った。大規模災害に際しては、支援が必

要な市町村に対して、適時に支援を行う必要がある。農林水産省は令和２年度から、職員（MAFF-

SAT）をプッシュ型で被災市町村に訪問させ、技術支援の必要性を判断する取組（災害トリアー

ジ）を行っており、こうした取組を市町村に平常時から説明し、関係構築を進めることが重要

である。  

(5)復旧支援協定の重要性について 

・ 災害復旧業務の最初に実施する被害状況調査では、短期に大量の人員投入が必要であったが、

膨大な件数の被害調査を早期にこなすためには、職員の絶対数が不足した。こうした教訓を踏

まえ、宮城県では宮城県測量設計業協会との間で、緊急時における迅速な復旧支援が可能とな

る災害協定を新たに締結し、今後、迅速な対応が可能になるような取組を行った。 

・ 近年では、地域において測量設計コンサルタントが確保できない状況も生じていることから、

地方公共団体の範囲を超えた広域から測量設計コンサルタントを確保する体制を整備するた

め、農林水産省において、全国の測量設計コンサルタントを会員とする民間団体との協定を令

和２年から締結している。 

(6)過去のノウハウ等の収集について 

・ 宮城県における災害査定では、新潟県のアドバイスによる GISや標準断面方式の適用や、塩害

の経験のある熊本県からの支援による除塩の実施など、他県からのアドバイスを積極的に活用

することが災害対応を迅速に進めるために効果的であった。 

(7)農用地の除染対策 

・ 農用地の除染について、除染作業における調査・設計、施工、積算方法を確立させるために、

「農地土壌の放射性物質除去技術（除染技術）作業の手引き」（平成 24年３月）における検討

で得られた知見や、農地除染対策実証工事を踏まえ、有識者による検討を経て「農地除染対策

の技術書」（平成 25年２月）を取りまとめた。 

(8)ため池の放射性物質対策 
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・ 放射性物質が蓄積するため池の底質は、水の遮へい効果があり、空間線量率への影響が小さい

ことから、基本的に除染は行われないこととなった。しかし、底質の土砂上げの際に、作業す

る方が外部被ばくを受ける可能性があり、維持管理作業の支障となる恐れがあった。このため、

営農再開・農業復興の観点から、農林水産省が福島県と連携して、福島再生加速化交付金事業

によりため池の放射性物質対策を進めることとなった。 

・ 農林水産省は福島県や（独）農業・食品産業技術総合研究機構農村工学研究所等と連携し、た

め池における放射性物質の実態と影響の把握や実証事業に取り組み、得られた知見をもとに、

有識者による検討を経て、「ため池の放射性物質対策技術マニュアル」（平成 26年３月）を取

りまとめた。 

 

5-303

令和５年３月23日 東日本大震災からの復興政策10年間の振り返りに関する有識者会議（第４回） 
本文素案（第４回会議時点）



 

5章 住まいとまちの復興 

12節 治山・林業用施設  

1. 被害の概要 

青森県から高知県までの 15 県において、山腹崩壊や地すべり等の林地荒廃（458 か所）、津波に

よる防潮堤の被災等の治山施設の被害（275 か所）、法面・路肩の崩壊等の林道施設の被害（2,632

か所）、火災による焼損等の森林被害（1,065ha）等が発生した。 

特に、青森、岩手、宮城、福島、茨城、千葉の６県では、計 253か所、約 1,718haの海岸防災林

に津波による被害が発生し、多くの立木がなぎ倒され、流失した。津波の被害を免れた内陸部でも、

地震によって山腹崩壊や地すべりが多く発生した。３月 11日以降も地震や余震が発生し、災害の規

模が拡大した。 

 

図表 5-12-1 東日本大震災による林野関係の被害 

 

資料）令和 2年度 森林・林業白書 第Ⅴ章１.（３）森林等の被害と復旧・復興 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/R2hakusyo_h/all/chap5_1_3.html 

 

東日本大震災では、岩手県宮古市の検潮所で 8.5m以上の津波を観測するなど、青森県から千葉県

の太平洋沿岸部で高い津波が観測された。津波の遡上高は、地形の影響を受けて、三陸海岸の小規

模な谷では 20mを超え、松島湾等の内湾や仙台平野等の平野部においても 10m程度に及んだ。 

これらの津波による青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県の海岸林の浸水被害は、

3,660haで、空中写真等を用いて流出・水没・倒伏の状況を分析した結果、被害率区分「75％以上」

が約３割、「25～75％」が約２割強となり、かつてない甚大な被害となっている。 

「東日本大震災に係る海岸防災林の再生に関する検討会」が平成 24年２月に取りまとめた「今後
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における海岸防災林の再生について」では、海岸防災林の被害状況、防災効果、再生方針等につい

て報告されている。同取りまとめでは、被災した海岸防災林の調査により、地盤高が低く地下水位

が高い場所では、樹木の根が地中深くに伸びず、根の緊縛力が弱かったことから根返りし、流木化

したものが多数存在することが確認されたとしている。場所によっては、根の緊縛力が強く根返り

はしなかったものの、津波の流体力に耐えられずに、幹折れして、流失したものが多数存在するこ

とも報告されている。 

2. 応急復旧 

宮城県気仙沼市の三島国有林では、東日本大震災により、防潮護岸等の治山施設が流失するとと

もに地盤が沈下して、高潮や波浪による浸水被害が起こるおそれが生じた。このため、東北森林管

理局では、平成 23年６月に、917mにわたって大型土のうを設置する緊急対策工事を実施した。 

また、同局では、同８月に宮城県から代行の要請を受けて、気仙沼市御伊勢浜海岸等の民有林に

おいても、計 539mにわたって大型土のうを設置する緊急対策工事を実施した。 

 

図表 5-12-2 大型土のうによる緊急対策工事 

 

資料）平成 23年度 森林・林業白書 第Ⅵ章２.（１）公益的機能の維持増進を旨とした管理経営 事例Ⅵ-２ 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/23hakusyo/pdf/honbun6-2.pdf 

3. 復旧・復興 

（1） 東日本大震災を踏まえた整備方針 

林野庁では、平成 23年５月から、海岸防災林の被災状況を把握するとともに、海岸防災林の効果

を検証し、復旧方法の検討等を行うことを目的として、学識経験者等からなる「東日本大震災に係

る海岸防災林の再生に関する検討会」を開催した。同検討会では、平成 24年２月に、｢今後におけ

る海岸防災林の再生について｣を取りまとめ、今後の海岸防災林の再生の方針を示した。 

同方針では、海岸防災林の被災状況と津波に対する効果を整理した上で、海岸防災林は、津波自

体を完全に抑止することはできないものの、津波エネルギーの減衰効果や漂流物の捕捉効果等被害

の軽減効果がみられることから、まちづくりの観点において多重防御の一つとして位置付けること

ができるとした。海岸防災林の再生の方向性としては、主に林帯幅が狭い箇所や施設のみの被災箇

所では、「原形復旧」又は「施設の改良」、主に林帯幅が確保できる箇所では、「林帯幅の確保」

又は「海岸防災林全体の機能向上」の４パターンを提示した。これらを踏まえつつ、被災状況や地
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域の実情に応じて、林帯幅の確保や生育基盤盛土の造成などによる機能の向上も図るとともに、地

域の生態系保全の必要性に応じた再生方法等を考慮しながら、津波や潮害、飛砂及び風害の防備等

の機能を発揮する海岸防災林の復旧・再生に取り組むこととした。 

 

図表 5-12-3 海岸防災林の再生の方向性 

 

資料）平成 23年度 森林・林業白書 第Ⅰ章３.（２）復興へ向けた森林・林業・木材産業の貢献 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/23hakusyo/pdf/honbun1-3.pdf 

 

（2） 海岸防災林事業（仙台湾沿岸部の例） 

仙台湾沿岸海岸防災林は、隣接する民有林と国有林が一体となって防災機能を発揮してきた森林

である。東日本大震災における津波では、壊滅的な被害を受けた海岸防災林が多かったが、津波エ

ネルギーの減衰効果や漂流物の捕捉効果、到達時間の遅延効果が確認されている。倒伏した海岸防

災林の復旧にあたっては、失われた防災機能の復旧に加え、これまで以上に津波被害軽減機能が高

い林帯を再生することが求められ、十分な林帯幅を確保するとともに、根返りしにくい健全な根系

の成長が図れるよう生育基盤を整備する必要があった。 

一方、仙台湾沿岸海岸防災林は約 1,100haの広大な森林であり、生育基盤の整備から植栽に至る

まで、復旧事業はこれまでに例のないほど大規模となることが見込まれた。そのため、民有林の復

旧については国の直轄事業として実施するよう宮城県知事からの強い要請があった。大災害からの

早期復旧が求められる中、東北森林管理局はこの要請を受け、民有林と国有林の一体的な復旧を図

ることで事業の早期完了を目指すこととした。また、この復旧事業を遂行するための専門組織とし

て、仙台森林管理署内に海岸防災林復旧対策室を新設し、円滑な事業推進を図ることとした。 

事業の実施にあたっては、全体計画の策定とともに復旧基本方針をとりまとめ、民有林、国有林

ともに被災前の林帯幅を復旧して従前の機能を回復することと、津波被害軽減機能向上のため生育

基盤盛土工を実施することを基本とした。 

一方で、事業実行段階で確認された動植物の生息環境を可能な限り保護するため、盛土を回避す

るなどの生物多様性保全対策もあわせて行った。検討委員会を開催して学識経験者や関係機関など

からの意見を取り入れるなど、事業調整を図りながら取り組んできた。また保全対策を実施した後

は、本事業実施期間をとおしたモニタリング調査も行った。 

海岸防災林の復旧は、復旧基本方針に基づき生育基盤盛土工を実施してから植栽をすることとし
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たが、施工段階において様々な課題が明らかとなり、特にこれまでの技術的蓄積が少ない生育基盤

盛土工の施工は試行錯誤の繰り返しであった。 

本事業においては、生育基盤盛土工などの基盤整備は直轄治山施設災害復旧事業により実施し、

平成 24年度から平成 30年度までにすべての箇所で完了した。また、植栽工や防風施設の設置など

は直轄治山事業により実施し、基盤整備が完了した箇所から順次着手し令和元年度にすべての箇所

での植栽工を完了した。令和２年度は、補植や防風施設の改修などの保育管理を行い、すべての事

業が完了し、民有林部分の管理は宮城県へと移管された。 
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図表 5-12-4 仙台湾沿岸における生育基盤盛土工の標準的施工手順 

 

資料）林野庁東北森林管理局「仙台湾沿岸海岸防災林の再生」 

https://www.rinya.maff.go.jp/tohoku/koho/saigaijoho/attach/pdf/kinennsi-4.pdf 

 

図表 5-12-5 被災直後と植栽後の仙台湾沿岸海岸防災林 

 

資料）令和 2年度 森林・林業白書 トピックス６．東日本大震災で被害を受けた海岸防災林の再生 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/R2hakusyo/attach/pdf/zenbun-51.pdf 

 

（3） 復旧状況 

治山施設や林道施設等の被害箇所については、国が採択した山林施設災害復旧等事業 591か所に

ついて、国、県、市町村が復旧工事を進め、令和３年度までに事業が完了した。 

海岸防災林の被害箇所については、要復旧延長約 164kmのうち、令和３年度で約 153kmにおいて

植栽等の復旧事業が完了した。 
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4. 事業実施に当たって発生した課題・対応等 

（1） 事業実施に当たって発生した課題・対応 

1） 樹木の根返り、生育基盤の造成 

 

図表 5-12-6 海岸防災林の造成イメージ 

 

資料）令和 2年度 森林・林業白書 第Ⅴ章１.（３）森林等の被害と復旧・復興 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/R2hakusyo/attach/pdf/zenbun-67.pdf 

 

平成 24 年２月に取りまとめた｢今後における海岸防災林の再生について｣では、生育基盤の造成

については以下の留意すべき事項が示された。 

ア．微地形が津波エネルギーの減衰や樹木の成長に影響していると考えられることから、微地形

にも着目して検討する必要がある。 

特に、地盤高が低く地下水位が高い箇所では、樹木の根が地中深くに伸びず、根の緊縛力

が弱かったことから根返りし流木化したものが多数存在していることが確認された。 

また、現地調査の結果では、十分な樹高を有し被害を受けずに残った樹木は、地下水位よ

り上位の土層深が３m程度の箇所で生育しており、また、幹折れしたが根返りはしなかった樹

木は、地下水位より上位の土層深が２m程度の箇所で生育していたことが確認された。 

イ．このため、飛砂・風害の防備等に必要な樹高を有する樹木の根系の健全な成長を確保する観

点、及び津波に対して根返りしにくい林帯を造成する観点から、植栽木の生育基盤の造成に

おいては、地下水位等から２～３m程度の地盤高さを確保するための盛土を実施することが望

ましい。 

その際、盛土による津波エネルギーの減衰効果の観点から、海側から陸側に緩やかな上り

勾配や起伏を設けることを検討することが望ましい。 
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ウ．なお、漂流物の捕捉効果の発揮、津波による被災後の海岸防災林の飛砂・風害の防備等の災

害防止機能の確保、林帯内で流木化した樹木を抑止する観点から、少なくとも、陸側林縁部に

ついては、十分に盛土高さを確保することが望ましい。 

エ．また、一部の林帯が津波による破壊を免れた場合、その背後の林帯が保全される事例が確認

されていることから、林帯の海側及び中間部についても、十分に盛土高さを確保することは、

林帯保全の観点から有効と考えられる。 

このため、林帯地盤の復旧に当たっては、地盤高が低く地下水位が高い箇所では、樹木の根の緊

縛力を高め、根返りしにくい林帯を造成する観点から、盛土により植栽木の生育基盤を確保した。 

2） 苗木の供給体制の確立 

平成 23年度の試算において、被災した海岸防災林の再生には、1,000万本程度の苗木が必要にな

ると見込まれた。苗木生産には２～３年を要することから、各地の海岸防災林の再生事業の進捗に

合わせて、必要な量の苗木を計画的に確保していくことが必要となった。 

また、平成 24年２月に取りまとめた｢今後における海岸防災林の再生について｣では、緑化体制の

整備については以下の留意すべき事項が示された。 

ア．今回の津波により被災した海岸防災林の着実な再生を図るため、苗木の供給体制を確立する

必要がある。 

全国のマツ類の苗木生産量については、現在、クロマツで 0.9百万本、アカマツで 0.7百万

本であるが、最大生産可能量はクロマツで 4 百万本、アカマツで 7.2 百万本程度と試算され

ており、併せて苗木生産に２～３年要することからも、海岸防災林の再生の進度や植栽地の環

境に適した苗木の需要量を把握した上で、それに見合った苗木生産量の確保や抵抗性マツ苗

木の生産に取り組む必要がある。 

さらに、松くい虫被害を防除する観点から、植栽地の地理的・地形的条件等を勘案した苗木

の選択を行うことが望ましい。 

イ．また、岩手、宮城、福島の３県での広葉樹の苗木生産量は庭木等を含め約 70万本と少なく、

広葉樹の苗木供給を検討するに当たっては、苗木の需要量を把握した上で、植栽予定地に従

来自生する樹種であるとともに、できる限り植栽地の生育環境に近い地域で採取した種子か

ら生産できるような体制を整えることが望ましい。 

ウ．さらに、植栽やその後の保育等については、治山事業によるもののほか、防災意識の向上や

地域の復興のシンボル的な活動となり得ること等の観点から、地域住民や地域の緑化団体等

の参画による植栽や保育等についても積極的に検討する必要がある。 

また、NPOや企業等から海岸防災林再生への関心が示されていることも考慮し、このような

民間団体等との継続的な連携も積極的に検討していく必要がある。 

 

こうしたことを踏まえ、林野庁は、優良種苗の安定供給体制を確立するため、平成 24年度から平

成 27年度まで、事業協同組合等に対して育苗機械や種苗生産施設等の整備を支援し、平成 28年度

からは、コンテナ苗を低コストで大量に生産するための施設整備等を支援してきた。 

また、平成 25年度から平成 27年度までの３年間においては、国立研究開発法人森林研究・整備

機構森林総合研究所林木育種センター東北育種場等が産官共同で、マツノザイセンチュウ抵抗性ク

ロマツの種子生産を増加させる技術の開発等、抵抗性クロマツ苗木の供給体制の確立に向けた取組

を行った。 
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3） 保育管理 

海岸防災林の復旧・再生については、地域住民、NPO、企業等の参加や協力も得ながら、植栽や保

育が進められてきた。海岸防災林は古くから地域住民が関わり維持されてきたものであり、このよう

な取組は復興に向けて地域が連携する活動として重要な意義があり、また、大規模災害に対する防災

意識の向上を図る観点からも重要である。 

海岸防災林に期待される、潮害、飛砂及び風害の防備等の災害防止機能を発揮させるためには、

植栽後も、下刈り、除伐、間伐等の保育事業を継続的に行う必要がある。このため、植栽が行われ

た海岸防災林では、引き続き地域住民、NPO、企業等の参加や協力を得つつ、必要な保育を実施して

いく。 

（2） 教訓・ノウハウ 

我が国の海岸線の全長は約 3.5 万 km に及んでおり、潮害、季節風等による飛砂や風害等の被害

を防ぐため、先人たちは、潮風等に耐性があり、根張りが良く、高く成長するマツ類を主体とする

海岸防災林を造成してきた。これらの海岸防災林は、地域の暮らしと産業の保全に重要な役割を果

たしているほか、白砂青松の美しい景観を提供するなど人々の憩いの場ともなっている。 

東日本大震災では、海岸防災林が、津波に対して、津波エネルギーの減衰や漂流物の捕捉、到達

時間の遅延等の被害軽減効果を発揮したことが確認された。これを受けて、海岸防災林を、今後の

津波対策の一つとして位置付ける動きがみられる。 

内閣府の「中央防災会議」は、東日本大震災における政府の対応を検証して、防災対策の充実・

強化を図るため、平成 23年 10月に「防災対策推進検討会議」を設置した。同検討会議は、平成 24

年７月に、最終報告「防災対策推進検討会議最終報告」を決定・公表した。同報告では、津波対策

について、海岸防災林の整備を含めた「多重防御」による地域づくりを推進すべきであると提言さ

れた。 

また、同検討会議の「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」と「津波避難対策検討

ワーキンググループ」の報告でも、海岸防災林には後背地への津波外力の低減や漂流物の捕捉等、

被害の軽減効果がみられることから、必要に応じて整備を進めていく必要があると提言された。 

加えて、平成 24年２月に取りまとめた｢今後における海岸防災林の再生について｣では、被災した

海岸防災林の再生については、海岸防災林が飛砂・風害の防備等の災害防止機能を有し、地域の生

活環境の保全に重要な役割を果たしてきているとともに、津波被害軽減効果を持つ点にも着目して、

地域の防災機能の確保を図る観点から、以下により検討すべきとされた。 

①被災箇所ごとに、被災状況や地域の実情さらには地域の生態系保全の必要性等に応じ再生方

法を決定していくこととし、海岸防災林の有する津波に対する減災機能も考慮した海岸防災

林の再生を検討すべきである。 

②海岸防災林の再生に当たっては、後背地の土地利用やまちづくりの観点など、地域の復興計画

等の内容と整合をさせるよう検討すべきである。 

③海岸防災林の林帯幅については、防災機能を期待する観点から、これまでの研究成果等に基づ

く技術的知見を念頭に置き、後背地の土地利用状況など地域の実情を十分踏まえ検討すべき

である。 

④地盤高が低く地下水位が高い箇所では、樹木の根の緊縛力を高め、根返りしにくい林帯を造成

する観点から、盛土により植栽木の生育基盤を確保することを検討すべきである。 

⑤多機能海岸防災林については、造成に当たっての諸条件を念頭に置きつつ、盛土材として再生

資材等を利用する場合を含め、箇所ごとにその必要性やコスト等を十分考慮し、人工盛土の
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構造・配置等を検討すべきである。特に、人工盛土の配置については、連続したものだけでな

く、単独あるいは千鳥格子状に孤塁を効果的に配置することについても検討すべきである。 

⑥再生資材等を盛土材として利用する場合は、沿岸漁業への影響等周辺環境への影響が生じな

いように検討すべきである。 

⑦防災機能を期待する観点から、植栽本数や樹種、林分構造などの森林の構成やその後の維持管

理について検討すべきである。 

⑧苗木の供給体制とともに、地域住民等の参画による植栽や保育等についても検討すべきであ

る。 

 

これらの報告を踏まえ、林野庁では都道府県等と連携しつつ、地域の実情、生態系保全の必要性

等を考慮しながら、東日本大震災により被災した海岸防災林の復旧・再生を進めてきた。これらの

事業における生育基盤盛土造成により得られた知見等も活かしつつ、津波で根返りしにくい海岸防

災林の造成や、飛砂害、風害及び潮害の防備等を目的とした海岸防災林の整備・保全を全国で進め

ている。 

また、津波被害軽減効果の高い海岸防災林の造成を全国で推進するため、東日本大震災以降に被

災地等で行われた施工実態を踏まえ、平成 30年３月に「海岸防災林の生育基盤盛土造成のためのガ

イドライン（案）」を取りまとめた。加えて、造成した海岸防災林の適切な保育管理を通じて、津波

被害軽減効果を一層高めるため、令和２年３月に「海岸防災林の保育管理のためのガイドライン

（案）」を取りまとめた。 
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5章 住まいとまちの復興 

13節 漁港・漁場  

1. 被害の概要 

地震・津波による水産関係の被害は、太平洋側では北海道から沖縄までの広範囲に及んでおり、

さらには、日本海側に達した津波による漁船の被害（新潟県）や、地震の揺れによる内水面養殖施

設の被害（新潟県、栃木県及び茨城県）も報告されている。 

特に全国の漁業・養殖業生産量の５割を占める三陸地域を中心とする北海道から千葉県までの沿

岸で甚大な被害となった。 

また、水産関係施設の被害額（平成 24 年３月５日時点）は、総額で１兆 2,637 億円となってい

る。このほか、民間企業が所有する水産加工施設や製氷冷凍冷蔵施設等についても約 1,600億円の

被害が発生している。 

施設別の被害額の内訳をみると、漁港施設が最も多く 8,230 億円（全体の 65.1％）、次いで漁船

1,822 億円（同 14.4％）、養殖施設及び養殖物 1,335 億円（同 10.6％）、共同利用施設 1,249 億円

（同 9.9％）となっている。 

都道府県別の被害額をみると、宮城県が最も多く 6,680億円、次いで岩手県 3,973億円、福島県

824億円となっており、これら３県で全体の被害額の 91%を占めている。 

 

図 5-13-1 東日本大震災の地震・津波による水産関係の被害状況（平成 24年３月５日時点） 

 

資料）水産庁「平成 23年度 水産白書」 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h23/pdf/03_dai1shou.pdf 

 

（1） 漁港施設の被害状況 

漁港施設の被害としては、①防波堤が津波の直接的な力によって倒壊又は傾斜する、津波の流れ

によって基礎部分が洗堀され傾斜又は倒壊する、②岸壁等が想定以上の地震外力によって海側に傾

斜する、液状化によって不等沈下する、津波の押し波や引き波によって倒壊する、③地震の揺れに
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よって桟橋や物揚場に亀裂が入る、④広域にわたって地殻変動に伴う地盤沈下のために岸壁や漁港

区域内の道路が水没したり満潮時等に冠水し使用不可能になったりするといった事例が報告され

ている。 

漁港施設の被害は、北海道から千葉県までの７道県で発生し、被害額は合計で 8,230億円に上っ

ている。各道県の被害額をみると、宮城県（被害額 4,243億円）、岩手県（同 2,860億円）が突出し

ている。また、福島県及び茨城県の被害額もそれぞれ 616 億円、431 億円と甚大なものとなってい

る。 

被害を受けた漁港の数は全部で 319港であるが、そのうち、宮城県（142港）及び岩手県（108港）

の２県で全体の 78％を占めている。 

 

図表 5-13-1表 漁港施設の被害状況（平成 24年３月５日時点） 

 

資料）水産庁「平成 23年度 水産白書」 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h24/attach/pdf/05_2shou1setu.pdf 

 

図表 5-13-2 倒壊した防潮堤 

（岩手県山田町） 

図表 5-13-3 地震と津波によって 

崩壊した岸壁（宮城県石巻市） 

  

資料）水産庁「平成 23年度 水産白書」 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h24/attach/pdf/05_2shou1setu.pdf 
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2. 応急復旧 

（1） がれき撤去 

津波により、海に流れ込んだがれきは、漁業・養殖業の操業に様々な支障を及ぼした。海面に浮

かぶ家具や木材等のがれきは、漁港内の泊地を埋め、漁船の係留や港内の航行を困難なものとした。

また、漁業・養殖業の再開に当たっても、漁場や養殖場に多数のがれきが浮遊していたことから、

まずは、それらを除去することが必要となった。 

一方、海中に沈んだ自動車や小型漁船、家電製品等のがれきも漁業・養殖業の再開に当たっての

大きな障害となった。特に底びき網の操業では、海底に沈んだがれきが引っかかって網が破れるな

どの被害を発生させるとともに、網に入った漁獲物を傷つけるといった深刻な被害を引き起こした。 

なお、がれきには、潮流や潮の満ち引き等によって海中を動いているものが多く、一旦がれきを

除去した海域でも時間が経てば再びがれきが溜まるという状況が生じている。このため、漁場にお

けるがれきの除去のためには長期的な対策が必要となった。 

平成 24年３月 31日までに、漁業者及び専門業者が実施した回収処理作業によって、岩手県、宮

城県、福島県の３県で 71万トンのがれきが回収された。 

なお、その後も継続して必要な支援を行い、これらのうちがれきにより漁業活動に支障のあった

定置及び養殖漁場についてはそのほとんどで撤去が完了している。 

 

図表 5-13-4 漁場等から回収されたがれき（宮城県気仙沼市） 

 

資料）水産庁「平成 23年度 水産白書」 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h23/pdf/03_dai1shou.pdf 

 

（2） 予算 

予算については、一刻も早い再開を目指すため、平成 23 年度１次補正予算（５月２日成立）で

は、2,153億円を計上して、①漁港等への復旧（308億円）、②海岸・海底清掃等漁場回復活動への

支援（漁業者グループ又は専門業者による漁場のがれき撤去。123億円）などを支援した。 
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3. 復旧・復興 

（1） 東日本大震災を踏まえた整備方針 

1） 水産復興マスタープランの策定 

水産庁は、平成 23年６月 28日、復興構想会議の提言を踏まえ、水産の復興について、国や地方

が講じる個々の具体的施策の指針となるよう、その全体的な方向性を示した「水産復興マスタープ

ラン」を策定した。同マスタープランでは、水産復興に当たっての基本理念を示すとともに、漁港、

漁場、漁船、養殖、水産加工・流通等、水産を構成する各分野の総合的・一体的な復興を推進する

といった復興の基本的な方針が示された。 

 

図表 5-13-5 水産復興マスタープランの概要 

 
資料）水産庁「平成 23年度 水産白書」 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h23/pdf/03_dai1shou.pdf 

 

図表 5-13-6 水産を構成する各分野を総合的・一体的に復興 

 

資料）水産庁「平成 23年度 水産白書」 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h23/pdf/03_dai1shou.pdf  
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2） 復興基本方針の策定 

平成 23年７月 29日、「東日本大震災復興対策本部」は、同法の規定に基づき「東日本大震災から

の復興の基本方針」（以下「復興基本方針」という。）を取りまとめた。復興基本方針では、復興期

間を 10年間、復興需要が高まる最初の５年間を「集中復興期間」と位置付け、国は、被災した地方

公共団体が行う復興の取組をあらゆる施策を用いて支援することとしている。 

復興基本方針では、各分野における復興施策が示されており、そのうち水産業については次の施

策が挙げられている。 

 

図表 5-13-7 東日本大震災からの復興の基本方針（水産業に関する復興施策（抜粋）） 

 

資料）水産庁「平成 23年度 水産白書」 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h23/pdf/03_dai1shou.pdf 
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3） 復興施策に係る工程表 

東日本大震災復興対策本部は、復興基本方針に基づき、各府省の復興施策の事業計画及び工程表

を取りまとめ、平成 23年８月 26日に公表した。また、この事業計画及び工程表について見直しを

行い、11月 29日に再度公表した。そのうち水産に関する事項の概要は次のとおりである。 

 

図表 5-13-8 復興施策の工程表（水産関係一部抜粋） 

 

 

資料）水産庁「平成 23年度 水産白書」 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h23/pdf/03_dai1shou.pdf 

 

4） 復興の基本方針及びマスタープランを踏まえた水産業復興対策 

平成 23年 11月 21日、東日本大震災からの本格的な復興予算である平成 23年度第３次補正予算

が成立した。水産関係では、復興基本方針及び水産復興マスタープランに沿った本格的な復興対策

として、総額 4,989億円の予算が計上されており、①漁船・共同定置網の復旧と漁船漁業の経営再

開に対する支援、②養殖施設の再建と養殖業の経営再開・安定化に向けた支援、③種苗放流による

水産資源の回復と種苗生産施設の整備に対する支援、④水産加工・流通業等の復興・機能強化に対
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する支援、⑤漁港、漁村等の復旧・復興、⑥がれきの撤去による漁場回復活動に対する支援、⑦燃

油・配合飼料の価格高騰対策、担い手確保対策、⑧漁業者・加工業者等への無利子・無担保・無保

証人融資の推進等の対策が講じられている。 

なお、拠点漁港（石巻漁港、気仙沼漁港等）については、管理者である宮城県に代わって国が災

害復旧の代行事業を行うことで早期復旧を支援した。 

10年が経過した令和２年においても、継続して必要な支援を行っている。 

なお、被災した 319漁港については、令和４年３月末までに、陸揚げ岸壁の機能が全て回復して

いる。 

 

図表 5-13-9 公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況－農林水産業関係-（令和２年９月末時点） 

 

資料）復興庁「復興の現状」（令和 2年 11月 30日） 

https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-1/material/20201130_genjou.pdf 
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（2） 県による漁港・漁場の整備事業 

1） 被災県における復興計画の策定 

被災県においては、それぞれ復旧・復興の計画や指針等を策定し、各県域内で発生した水産関連

の被害への対応の方針を明らかにしている。このうち、岩手県、宮城県、福島県の３県の状況をみ

ると、岩手県は平成 23年８月 11日に「岩手県東日本大震災津波復興計画」を、宮城県は 10月 18

日に「宮城県震災復興計画」をそれぞれ策定している。また福島県は、今後の復興に当たっての基

本理念や主要な施策を定めた「福島県復興ビジョン」を８月 11日に策定した後、同ビジョンに基づ

き、今後 10年間の具体的な取組や主要な事業を示す「福島県復興計画（第１次）」を 12月 28日に

策定した。 

これら３県の復興計画等において示された水産復興の方向性は、各県が置かれている状況を踏ま

えたものとなっている。 

 

図表 5-13-10 ３県の復興計画等における水産復興の方向性 

県 計画名 策定年月日 水産復興の方向性 

岩
手
県 

岩手県東日本
大震災津波復
興計画 

平成 23年 
８月 11日 

①地域に根ざした水産業を再生するため、両輪である漁業と流通・
加工業について、漁業協同組合を核とした漁業・養殖業の構築と産
地魚市場を核とした流通・加工体制の構築を一体的に推進。 
②地域の防災対策や地域づくり、水産業再生の方向性を踏まえた漁
港・漁場・漁村生活環境基盤や海岸保全施設の復旧・整備を推進。 

宮
城
県 

宮城県震災復
興計画 

平成 23年 
10月 18日 

水産業に関連する生産基盤や関連産業が壊滅的な被害を受け、ま
た、漁業者の高齢化などが進む厳しい状況下においては、これまで
の水産業の「原形復旧」は極めて困難。 
このため、水産業の復興と発展に向けて、法制度や経営形態、漁港
のあり方等を見直し、新しい水産業の創造と水産都市の再構築を推
進。 

福
島
県 

福島県復興ビ
ジョン 

平成 23年 
８月 11日 

①地震・津波により被害を受けた漁港、市場などの早期復旧に努
め、漁業地域の再生を図るとともに、農林水産物とその加工品の風
評被害を払拭するため、安全性の PRと安全を確保する仕組みを検
討。 
②漁業に関しては、共同利用漁船の導入による経営の協業化や、低
コスト生産による収益性の高い漁業経営を進めるとともに、適切な
資源管理と栽培漁業を再構築。 

福島県復興計
画（第１次） 

平成 23年 
12月 28日 

資料）水産庁「平成 23年度 水産白書」、各県のホームページに基づき復興庁で作成 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h23/pdf/03_dai1shou.pdf 

 

2） 被災市町村における復興計画の策定 

被災県内の各市町村においても、県の復興計画等を踏まえ、市町村域内の水産業の復旧・復興に

向けた計画を策定している。水産業の復旧・復興においては、漁業・養殖業と水産加工業・流通業

が車の両輪として機能することが重要であり、各市町村が策定した復興計画についても、その多く

が各地の拠点漁港の魚市場を核として、漁業・養殖業と水産加工業・流通業の復旧・復興を図ると

の方針を示すものとなっている。 
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図表 5-13-11 主な沿海市町における復興計画の内容（水産関係） 

 

 

資料）水産庁「平成 23年度 水産白書」 

https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h23/pdf/03_dai1shou.pdf 
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4. 事業実施に当たって発生した課題・対応等 

漁業が盛んな地域における津波被害が甚大であり、実態の把握が困難であるとともに、マンパ

ワーも大きく不足していた。 

そのような中、より正確に被災地の状況を把握するとともに、被災した漁業者等がより迅速に支

援を受けることができるよう、国や地方自治体から直接派遣した職員が直接被災者から聞き取りを

行ったり、支援を受けるための手続きを手伝うなど、より細かい支援を実施した。 

また、被災地の漁業再開のため、平成 23年度末までに、漁港内のがれき撤去に一定の目処をつけ

るべく、応急復旧を実施した。さらに、全国の水産業や水産物の安定供給に及ぼす影響が大きい特

定第３種漁港の主要な陸揚げ岸壁については、早期の操業再開を目指して、国が代行して復旧工事

を行った。 

漁船の被害については、被害の大きかった岩手県、宮城県、福島県のうち、岩手県、宮城県にお

いては、平成 27年度末までに希望する漁業者に対する漁船の復旧は完了しており、平成 28年度以

降は、原子力災害により復興が遅れている福島県の被災漁業者のみを対象としているところであり、

福島県を通じて被災した漁業者やその関係者の要望に応えつつ、関係法令等に基づき適正に事業を

行っている。 

漁業の再開を希望している被災者に漁船が行き渡るよう、引き続き自治体と連携しつつ、地元漁

業者の要望の把握に努めることとしている1。 

 

 

 
1 復興庁「令和 3年度行政事業レビューシート」 

https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat8/sub-cat8-3/review_r03/rs2021pdf/20010800_fukkochou.pdf 
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5章 住まいとまちの復興 

14節 災害廃棄物 

1. 災害廃棄物の発生状況 

東日本大震災においては 13道県（北海道、青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、群馬、埼玉、

千葉、新潟、静岡、長野）と広範囲で災害廃棄物等が発生した。特に津波被害については、北は青

森県から南は千葉県まで太平洋沿岸に広く及んだ。中でも岩手県と宮城県においては、被害が甚大

であった。災害廃棄物は一般廃棄物に当たり、その処理責任は市町村にあるが、沿岸市町村の多く

で通常の一般廃棄物の処理量の数十年分に相当するものとなった。 

 

図表 5-14-1 被災 13道県の被害状況 

 

資料）環境省「東日本大震災における災害廃棄物処理概要報告書」（P２-１）（平成 28年３月） 

http://kouikishori.env.go.jp/document_video/pdf/wg_report_01.pdf 
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図表 5-14-2 岩手県及び宮城県の災害廃棄物の状況 

 

資料）環境省「東日本大震災における災害廃棄物処理概要報告書」（P２-４）（平成 28年３月） 

http://kouikishori.env.go.jp/document_video/pdf/wg_report_01.pdf 
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2. 復旧・復興における取組 

（1） 災害廃棄物理処理の目標 

1） 損壊家屋等の撤去等の指針 

東日本大震災では、津波により動産（家財、自動車等）、不動産（家屋等）の甚大な被害が生じ、

津波により遠く運ばれたものも多く、２万人を超える人的な被害と相まって、所有者不明の動産、

不動産が大量に発生した。 

これらの所有権の扱い等は、災害廃棄物処理を進める上でも、緊急に整理すべき重大な課題で

あったことから、法務省等の関係省庁の協力を得て「災害廃棄物の処理等に係る法的問題に関する

検討会議」（座長：法務副大臣）が設置され、平成 23年３月 25日には、「東北地方太平洋沖地震に

おける損壊家屋等の撤去等に関する指針」が取りまとめられ、各都道府県宛に通知された。 

この指針により、今回の被害を踏まえ、作業のための私有地への立ち入りや、建物の撤去、自動

車の移動等について一定のルールが示されたことから、その後の災害廃棄物処理の円滑な実施につ

ながった。 

 

図表 5-14-3 （参考）東北地方太平洋沖地震における損壊家屋等の撤去等に関する指針 

標記は、人の捜索・救出、御遺体の捜索・搬出その他防疫・防火対策の必要性、社会生活の回復

等のため、緊急に対処する必要性があるので、その処置についての指針を示すものである。 

 

１．作業のための私有地立入りについて 

作業を行うための私有地への一時的な立入りについては、その所有者等に連絡し、又はその承諾

を得なくても差し支えない。ただし、可能な限り所有者等の承諾を得、あるいは作業に立ち会って

いただくことが望ましいことから、作業の対象地域・日程等の計画を事前に周知することが望まし

い。 

 

２．損壊家屋等の撤去について 

（１）建物について 

○倒壊してがれき状態になっているものについては、所有者等に連絡し、又はその承諾を得

ることなく撤去して差し支えない。 

○本来の敷地から流出した建物についても、同様とする。 

○敷地内にある建物については、一定の原形をとどめている場合には、所有者等の意向を確

認するのが基本であるが、所有者等に連絡が取れない場合や、倒壊等の危険がある場合に

は、土地家屋調査士等の専門家に判断を求め、建物の価値がないと認められたものについ

ては、解体・撤去して差し支えない。その場合には、現状を写真等で記録しておくことが望

ましい。 

○建物内の動産の扱いについては、後記（４）による。 

 

（２）自動車について 

○外形上から判断して、その効用をなさない状態にあると認められるものは撤去し、仮置場

等に移動させて差し支えない。その上で、所有者等が判明する場合には、所有者等に連絡
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するよう努め、所有者等が引渡しを求める場合は、引き渡す。それ以外の場合は、自動車リ

サイクル法に従って使用済自動車として処理を行う。 

○上記以外の自動車については、仮置場等に移動させた後、所有者等に連絡するよう努め、所

有者等が引渡しを求める場合は、引き渡す。それ以外の場合の扱いについては、追って指

針を示す。 

○上記いずれの場合においても、移動及び処理を行う前に写真等で記録しておくことが望ま

しい。 

○原動機付自転車についても、自動車に準じて処理する。 

○自動車内の動産の扱いは後記（４）による。 

 

（３）船舶 

○外形上から判断して、その効用をなさない状態にあると認められるものは撤去し、仮置場

等に移動させて差し支えない。その上で、所有者等が判明する場合には、所有者等に連絡

するよう努め、所有者等が引渡しを求める場合は、引き渡す。それ以外の場合は、廃棄す

る。 

○上記以外の船舶については、仮置場等に移動させた後、所有者等に連絡するよう努め、所有

者等が引渡しを求める場合は、引き渡す。それ以外の場合の扱いについては、追って指針

を示す。 

○移動が困難な船舶については、個別に所有者等と協議して対応する。 

○上記いずれの場合においても、移動及び処理を行う前に、写真等で記録しておくことが望

ましい。 

○船舶内の動産の扱いは後記（４）による。 

 

（４）動産（自動車及び船舶を除く。） 

○貴金属その他の有価物及び金庫等については、一時保管し、所有者等が判明する場合には

所有者等に連絡するよう努め、所有者等が引渡しを求める場合は、引き渡す。引き渡すべ

き所有者等が明らかでない場合には、遺失物法により処理する。 

○位牌、アルバム等、所有者等の個人にとって価値があると認められるものについては、作業

の過程において発見され、容易に回収することができる場合は、一律に廃棄せず、別途保

管し、所有者等に引き渡す機会を設けることが望ましい。 

○上記以外の物については、撤去し、廃棄して差し支えない。 

資料）環境省 HP「平成 23年３月東日本大震災における災害廃棄物の処理について＞発災後の取組＞処理の基本方針」 

http://kouikishori.env.go.jp/archive/h23_shinsai/after_initiatives/basic_policy/ 

 

（2） 各県における災害廃棄物処理実行計画 

環境省の積極的な働きかけにより、被災３県においては、災害廃棄物の量・質の把握、処理体制

の検討、役割分担の明確化、処理計画の策定と工程管理等を行う場として、国の地方部局、県、市

町村、関係団体からなる「災害廃棄物処理対策協議会」を設置することとなった。 

協議会では、様々な情報、課題を共有しつつ、マスタープランを踏まえた各県における具体の処

理計画として「災害廃棄物処理実行計画」を策定した。実行計画は、その後の処理の進捗に応じて、

適宜改定が行われ、県内処理及び広域処理を整合させながら進めるためのベースとなった。 
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図表 5-14-4 東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン） 

                              平成２３年５月１６日 

環    境    省 

１．はじめに 

・ 東日本大震災に係る災害廃棄物について、国ではこれまで、「東北地方太平洋沖地震におけ

る損壊家屋等の撤去等に関する指針」、「損壊家屋等の処理の進め方指針（骨子案）」の他、

各種通知等を発出するとともに、岩手県、宮城県、福島県に対し、県、市町村、国、関係業

界等が参加する災害廃棄物の処理に関する協議会の設置を促してきたところ。 

・ こうした中で、災害廃棄物の仮置場への搬入が進みつつあり、これからは、収集された廃棄

物の焼却、再生利用、最終処分等の本格化に向けた取組が求められている。そこで本指針は、

災害廃棄物の適正かつ効率的な処理を進めるため、主に仮置場に搬入された後の処理に焦

点を当てて、処理推進体制、財政措置、処理方法、スケジュール等についてとりまとめたも

のである。 

・ 今後、本処理指針を基本としつつ、地域の実情を踏まえて被災各県が具体的処理方法を定め

た災害廃棄物処理の実行計画を作成し、災害廃棄物の適正かつ効率的な処理の推進を図っ

ていくことが期待される。 

 

２．処理推進体制 

・ 国、県、市町村は原則として下記の役割を担い、連携しながら災害廃棄物の適正かつ効率的

な処理を図る。 

国 ：市町村又は地方自治法に基づき事務委託を受けた県（以下「県・市町村」という。）による

災害廃棄物の処理が適正かつ効率的に行われるよう、処理指針（マスタープラン）の作成の

他、財政措置、専門家の派遣、広域かつ効率的な処理に向け、県外の自治体や民間事業者の

処理施設に係る情報提供等の支援を実施。 

県 ：仮置場の設置や災害廃棄物の処理について、災害廃棄物の処理に関する協議会等を通じ、市

町村等との総合調整を行い、具体的処理方法を定めた災害廃棄物処理の実行計画を作成。実

行計画の作成に当たっては、処理方法等に関して広くアイデア・プロポーザルを募る。地方

自治法に基づき、被災した市町村から事務委託を受けた場合は、市町村に代わり県が処理を

実施。 

市町村：県が作成した災害廃棄物処理の実行計画を踏まえ、災害廃棄物の処理を実施。 

 

３．処理に関する財政措置 

（１）財政措置 

東日本大震災の甚大かつ広範囲に及ぶ被害に鑑み、国は、県・市町村が実施する災害廃棄物の

処理について、特例として災害救助法の負担率を勘案した国庫補助率の嵩上げを実施。また地

方負担分については、災害廃棄物処理事業費が多額に及ぶ市町村について、その全額を災害対

策債により対処し、その元利償還金の 100％を交付税措置。 

（２）効率的執行の確保 

県・市町村は、災害廃棄物の処理のための予算執行に当たって、下記の点を踏まえその効率性

を確保する。 

・ 処理の実行計画の策定や進捗管理等に、廃棄物の処理方法や処理技術等に関する専門家が
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関与することにより、効率的な処理の実施を確保。 

・ 可能な限り地元雇用を考慮した処理とすることを基本としつつ、スピ－ド及び効率性の観

点を踏まえて発注。（競争性を確保した契約方式の採用） 

・ 市販の物価に関する資料等を踏まえ、震災前の相場等を参考にした適正な予定価格の設定。 

・ 効率性の確保のためにも、近隣自治体と共同処理体制を構築することにより、広域処理を推

進。 

また、国は県外の自治体や民間事業者の処理施設に係る受入れと被災自治体の需要をマッチ

ングさせることにより、広域処理の推進を支援する。 

 

４．処理方法 

（１）処理の考え方 

・ 発生現場において危険物、資源物を分けて集めるなど可能な限り粗分別を行った後に仮置

場等へ搬入し、混合状態の廃棄物の量を少なくする。また、仮置場等において混合状態の廃

棄物を、重機や破砕・選別設備等で可燃物、不燃物、資源物、危険物等に分別し、それぞれ

の特性に応じた適切な処理を行うことにより、総処理コストの低減、最終処分量の削減等に

資することが重要。 

・ 別添１に示すような処理を基本とし、再生利用が可能なものは、極力再生利用する。 

・ 再生利用を促進するため、再生利用が可能な廃棄物の種類や発生量等を把握することが必

要。 

・ コンクリートくずについては、復興の資材等として被災地で活用。木くずについては、広域

での活用も検討。これらの廃棄物については、再生利用の需要量（受け入れ可能量）等を踏

まえた、時間をかけた処理の検討も必要。 

・ リサイクルルートが確立している自動車やテレビ、冷蔵庫、エアコン、洗濯機等については、

分別ができ、技術的に可能な限りリサイクルを実施。 

・ 仮置場や運搬車両の選定、収集運搬に関する計画の策定等において、交通渋滞が発生しない

よう配慮。 

（２）広域処理の必要性 

・ 東日本大震災は膨大な量の災害廃棄物が発生しているが、被災地では処理能力が不足して

いることから、被災地以外の施設を活用した広域処理も必要。 

・ 広域処理は費用効率的となる場合があり、処理の選択肢を多くする観点から、促進を図るこ

とが必要。 

・ 国は、県外の自治体や民間事業者の処理施設に係る情報提供等を実施。県・市町村は、これ

を踏まえ広域処理を推進。 

・ 焼却炉等の整備に当たっては、近隣自治体との共同処理体制の構築を検討。 

（３）種類別処理方法 

①可燃物 

・ 仮置場での火災防止や衛生管理を徹底する。 

・ 破砕後、できるだけセメント焼成や廃棄物発電等の有効利用を行う。 

②木くず 

・ 木くずについては、木質ボードやボイラー燃料、発電等への利用が期待される。 

・ 一方、受入側との間で、受入が可能である木くずの形状や塩分など不純物等に関する条件に

ついて事前に調整を行うことが必要。（利用用途を決めないまま木くずを全てチップにする

と、引取り業者の確保が困難となる） 
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・ 降雨により塩分を除去しつつ、需要に応じて利用していくことも一案。その際、腐敗や火災

防止の観点から、木くずを木材チップに加工しない状態としておくことが必要。 

・ 県外の受け入れ先に船舶や鉄道等で運び、受け入れ先において保管しつつ、塩分除去、不純

物除去を行うことも一案。 

・ 目視等によりＣＣＡ（クロム・銅・砒素系）処理木材と判断されるものは、廃棄物処理施設

にて焼却処理を行う。 

③不燃物 

・ 可燃物や金属くずと一体となったものは、トロンメル（円筒形の回転式ふるい）や振動ふる

い、浮沈分離、磁選等により、可燃物や金属くずを取り除いた上で、埋立を行う。 

④金属くず 

・ 再生利用を基本とし、再生利用を容易にするため、受け入れ先で想定する利用用途に応じ可

能な範囲で、鉄と鉄以外のもの（銅など）を区別する。 

⑤コンクリートくず 

・ コンクリートくずについては、最終処分量の削減のためにも、復興資材等として被災地で活

用することが有効。 

・ 再生利用の用途を考慮し、アスファルト、コンクリート、石材等に分別することが適当。 

・ 受入側との間で、受入が可能であるコンクリートくずの形状や付着物等に関する条件につ

いて事前に調整を行い、必要な破砕や粒度調整等を行うことが必要。（利用形態を決めない

まま破砕や粒度調整等を行うと、引取り業者の確保が困難となる） 

・ 資材としての利用を進めるため、環境部局と土木部局間の連携や民間の知見の活用が必要。 

⑥家電、自動車 

・ 家電リサイクル法対象品目（テレビ、エアコン、洗濯機・乾燥機、冷蔵庫）については、可

能な範囲で分別し、破損や腐食の程度を勘案し、リサイクルが可能（有用な資源の回収が見

込める）なものは、家電リサイクル法に基づきリサイクルを行う。 

・ 自動車については、自動車リサイクル法に基づき引取業者に引き渡し、リサイクルを行う。 

⑦船舶 

・ 燃料やバッテリー等を取り除いた上で破砕し、破砕後の金属くずは再生利用する。廃プラス

チックや木くずは焼却し、できるだけ廃棄物発電等の有効利用を行う。 

・ 石綿が使用されている部品等については、石綿含有廃棄物等としての処理を行う。 

⑧危険物、ＰＣＢ廃棄物、石綿含有廃棄物等 

・ 他の廃棄物と区別し、危険物又は特別管理廃棄物としての取扱を行い、各々の性状に応じた

処分を行う。 

⑨津波堆積物 

性状に応じて以下の処理を検討する。 

・ 重金属等有害物質を含むもの、腐敗性のある可燃物、油分を含むもの 

・ セメント原料としての利用、焼却又は最終処分場への埋立 

・ 上記以外（水底土砂と同程度の性状のもの） 

トロンメル（円筒形の回転式ふるい）、振動ふるい等で異物を除去した後、地盤沈下した場

所の埋め戻し材としての利用、土木資材化又は海洋投入※ 

※当該津波堆積物が海洋投入処分が認められている水底土砂と同様に、陸上処分ができず、かつ、

一定の判断基準を満たし、海洋環境への著しい影響を及ぼさない場合については、海洋汚染防

止法に基づき、環境大臣の許可を得て海洋投入を実施できる。 

⑩火災が発生した場所にある廃棄物 
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・ 火災が発生した場所において、灰と金属くずやコンクリートくずを分けて集めることが適

当。 

・ 灰や灰と混合した状態の津波堆積物等については、ダイオキシン類の濃度を踏まえ、溶融処

理や最終処分場への埋立等を行う。 

 

５．スケジュール 

地域特性や処理の効率性を踏まえ、災害廃棄物の種類毎に、原則として以下の期間内を目途に、

別添２に基づき処理を進める。仮置場のスペースによる搬入量の制約や交通渋滞の発生のおそれ等

がある場合は、地域の実情に応じ、各自治体で適切に定めること。 

（１）仮置場への移動 

生活環境に支障が生じうる災害廃棄物（例えば、現在住民が生活を営んでいる場所の近傍にある

災害廃棄物）：平成２３年８月末までを目途に仮置場へ概ね移動 

その他：平成２４年３月末までを目途 

（２）中間処理・最終処分 

腐敗性等がある廃棄物：速やかに処分 

木くず、コンクリートくずで再生利用を予定しているもの：劣化、腐敗等が生じない期間で再生

利用の需要を踏まえつつ適切な期間を設定 

その他：平成２６年３月末までを目途 
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資料）環境省「東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）」（平成 23年５月 16日） 

 

（3） 復旧・復興 

1） 東日本大震災を踏まえた方針 

被災市町村等地方公共団体のみでは対応困難な大規模災害であったことから、国の役割を明確に

しつつ、処理推進体制、財政措置、処理方法、スケジュール等についての基本方針を早期に提示す

ることが、復旧・復興を進める上での最大の課題の一つとなった。環境省にとっては、これが最重

要課題との認識のもと、内閣府、国土交通省、農林水産省等の協力を得て、環境大臣政務官が主催

する「災害廃棄物の処理等の円滑化に関する検討・推進会議」が設置された。「災害廃棄物の処理等

の円滑化に関する検討・推進会議」を含め様々な会議体において、課題について検討し、対応方針

を定める体制がとられ、災害廃棄物処理に係る指針等の策定が行われた。 

具体的には、 

① 東北地方太平洋沖地震における損壊家屋等の撤去等に関する指針（平成 23年３月 25日） 

（損壊家屋等の撤去等について、建物が倒壊してがれき状態になっている場合や自動車、船

舶、動産が外見上から判断してその効用をなさない状態にある場合には、所有者等に対する

連絡・承諾がなくても撤去して差し支えないと、法律的観点から指針をとりまとめたもの。） 

② 東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）（平成 23年５月 16日） 

（主に仮置場に搬入された後の処理に焦点を当てて、処理推進体制、財政措置、処理方法、

スケジュール等についてまとめたもの。） 

③ 東日本大震災津波堆積物処理指針（平成 23年７月 13日） 
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（市町村等が津波堆積物の撤去・処理を実施するに当たっての参考となるよう、基本的な考

え方や留意事項等についてまとめたもの。） 

④ 広域処理の推進に関するガイドライン（平成 23年８月 11日策定、平成 24年１月 11日最終

改訂） 

（放射能汚染への懸念に対応するため、広域処理を行うに当たっての安全性の考え方、確認

方法等についてまとめたもの。） 

が挙げられる。 

特に平成 23年５月 16日に示された「東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラ

ン）」では、主に仮置場に搬入された後の処理に焦点を当てて、 

(1) 処理推進体制 

(2) 財政措置 

(3) 処理方法 

(4) スケジュール 

が示された。 

被災３県（岩手県、宮城県、福島県）においては、災害廃棄物の量・質の把握、処理体制の検討、

役割分担の明確化、処理計画の策定と工程管理等を行う場として、国の地方部局、県、市町村、関

係団体からなる「災害廃棄物処理対策協議会」を設置することとなった。 

協議会では、様々な情報、課題を共有しつつ、マスタープランを踏まえた各県における具体の処

理計画として「災害廃棄物処理実行計画」を策定した。実行計画は、その後の処理の進捗に応じて、

適宜改定が行われ、県内処理及び広域処理を整合させながら進めるためのベースとなった。 

 

図表 5-14-5 マスタープランによる災害廃棄物処理の基本的な考え方 

災害廃棄物処理の内容 

■マスタープランによる基本的な考え方 

環境省では、発災約 2ヶ月後の平成 23年 5月 16日に処理指針（マスタープラン）を示した。そ

の基本的な考え方は次のとおりである。 

（1）処理の考え方 

・ 発生現場で可能な限り粗分別をした上で仮置場に搬入し、混合状態の廃棄物量を低減。仮置

場で可燃物、不燃物、資源物等に分別し、特性に応じた適切な処理によるコストの低減、最

終処分量の削減。 

・ 種類別の処理フローを示し、これを基本としつつ、再生利用可能なものは極力再生利用。 

（2）広域処理の必要性 

・ 被災地では処理能力が不足しており、被災地以外の施設を活用した広域処理も必要。 

・ 国は、県外の自治体や民間事業者の処理施設に関する情報提供等を実施。 

（3）種類別処理方法 

・ 可燃物は、仮置場での火災防止や衛生管理を徹底。できるだけセメント焼成や廃棄物発電等

の有効利用。 

・ 木くずは、木質ボードやボイラー燃料、発電等への利用を期待。受入側との条件の事前調整

が必要。 

・ 不燃物は、各種分別技術により可燃物や金属くずを取り除いた上で埋立。 

・ 金属くずは、再生利用を基本とし、利用用途に応じて区別。 

・ コンクリートくずは、復興資材等として被災地で活用することが有効。再生利用の用途を考
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慮して分別。受入側との条件の事前調整が必要。土木部局との連携が必要。 

・ 自動車、家電等は、可能な限り個別リサイクル法に基づきリサイクル。 

・ 船舶は、燃料、バッテリー等を取り除いた上で破砕し、金属くずは再生利用、廃プラや木く

ずは焼却しできるだけ発電等の有効利用。 

・ 危険物、PCB廃棄物、石綿含有廃棄物等は、他の廃棄物と区別し、危険物又は特別管理廃棄

物として処理。 

・ 津波堆積物は、有害物質や腐敗性のある可燃物、油分を含むもの（セメント原料、焼却、埋

立）を除き、異物を除去した後、埋め戻し材としての利用や土木資材化。 

・ 火災発生場所の廃棄物は、灰や灰と混合したものは、ダイオキシン類の濃度を踏まえ、溶融

処理や埋立処分。 

（4）スケジュール 

・ 仮置場への移動について、生活環境に支障が生じうる災害廃棄物は平成 23年 8月末、その

他は平成 24年 3月末まで、との目標を設定。 

・ 中間処理・最終処分については、全体として約 3年後の平成 26年 3月末までの目標を設定。 

資料）環境省 HP「平成 23年３月東日本大震災における災害廃棄物の処理について＞災害廃棄物処理の実施＞災害廃棄物処理の内容」 

http://kouikishori.env.go.jp/archive/h23_shinsai/implementation/contents/ 

 

2） 災害廃棄物の処理 

a. 災害廃棄物処理の概要 

環境省より示された処理指針（マスタープラン）に従い、基本的な処理の考え方、広域処理の必

要性、災害廃棄物の種類別処理方法、作業スケジュール等が確認された。 

 

図表 5-14-6 災害廃棄物の処理の概要 

第 5節東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理 

1.災害廃棄物の処理 

東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法（平成 23年法律第 99号。以下

「災害廃棄物処理特別措置法」という。）に基づき、災害廃棄物の処理に関する基本的な方針、工程

表を定め、被災した自治体の災害廃棄物処理について、きめ細やかな進捗管理を実施し、目標とし

ていた平成 26 年 3 月末までに、福島県の一部地域を除いて災害廃棄物等の処理を完了しました。

平成 26年度は、処理の完了していない福島県の一部地域において、引き続き、きめ細かな進捗管理

を継続して行いました。 

資料）環境省「平成 27年版環境白書」第２部第３章第５節 

https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h27/html/hj15020305.html#n2_3_5_1 
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b. 災害廃棄物の収集運搬および仮置場の設置・運営 

ア） 収集運搬 

東日本大震災の地震及び津波によって、被災地は一帯（特に沿岸部）が災害廃棄物等に覆い尽く

された。発災直後から、自衛隊が人命救助及び支援物資の運搬のために、災害廃棄物や津波堆積物

の撤去・集積作業に着手した。また自治体との災害協定に基づき、地元の建設業者団体等が道路啓

開に直ちに取りかかった。 

一方、津波によって災害廃棄物や自動車等が海中に引き込まれ、被災者支援のための大型船の入

港の妨げになるなど海上交通を阻害したため、海上啓開作業も急がれた。災害廃棄物等の多くが土

砂を多量に含み、様々な性状・形状の廃棄物が混合した状態で堆積されたため、処理にあたっては、

その分別が非常に困難であった。 

さらに、災害廃棄物等に行方不明者が覆われていたり、思い出の品・貴重品、あるいは危険物等

も混在していたりしたため、撤去・集積作業は慎重さも要求されるものであった。 

 

図表 5-14-7 道路啓開、海上啓開の状況 

 

資料）環境省東北地方環境事務所「東日本大震災により発生した被災３県における災害廃棄物等の処理の記録」（P54）（平成 26年９

月） 

https://tohoku.env.go.jp/content/900190435.pdf 
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イ） 仮置場の設置・運営 

津波被害にあった地域では、建築物や家財等様々なものが流され、また土砂混じりになって、住

宅地や道路上、農地等に広く堆積した。緊急的に行われた道路啓開や自衛隊による行方不明者等の

捜索によって、災害廃棄物は混合された状態で収集され、一時的に仮置きをするための仮置場に運

搬された。大型の構造物、金属等はできるだけ選別し、可燃物、不燃物等に分別して一次仮置場へ

運搬するようにした。 

c. 災害廃棄物の再生利用 

マスタープランでは、廃棄物の種類に応じて再生利用を積極的に進める方針を掲げており、災害

廃棄物（特定廃棄物を除く）については、特に再生利用しやすい金属類など、一次仮置場の段階か

ら、分別して有価で引き取られ、ほぼ 100％再生利用が行われた。他にも家屋解体による角材、柱

材なども適宜、解体現場から再生利用向けに引き取られるなど、積極的なリサイクルが図られた。 

d. 災害廃棄物の広域処理 

全国の廃棄物処理施設で、被災地で処理しきれない災害廃棄物を処理していただくことを「広域

処理」という。 

岩手・宮城の両県では、全力で災害廃棄物の処理を行ったものの、廃棄物の量は岩手県で通常の

約９年分、宮城県で通常の約 14年分にも達しており、処理施設の不足で思うように進まなかった。

被災地の１日も早い復興に向けて、災害廃棄物の早急な処理は不可欠であった。そこで、廃棄物の

処理施設に余力のある全国の各自治体と住民の協力のもと、災害廃棄物の処理を行っていただく広

域処理を行った。 

山形県、東京都、青森県はいち早く平成 23年度より広域処理を開始。平成 24年度にはさらに多

くの自治体の協力を得て広域処理を加速させた。平成 26年、岩手県、宮城県における災害廃棄物は

全量受入れが完了した。 
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図表 5-14-8 岩手・宮城の両県における災害廃棄物の発生量 

 

資料）環境省 HP「平成 23年３月東日本大震災における災害廃棄物の処理について＞災害廃棄物処理の実施＞災害廃棄物の広域処理

について＞広域処理の必要性」 

http://kouikishori.env.go.jp/archive/h23_shinsai/implementation/wide_area_processing/about/ 

 

e. 災害廃棄物処理の補助制度 

災害廃棄物等の処理にあたっては、廃棄物処理法第 22 条の規定に基づく災害等廃棄物処理事業

費補助金が活用され、「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」（平

成 23年法律第 40号）により、従来の国庫補助率が嵩上げされるとともに、グリーンニューディー

ル基金の活用により、国の実質負担額は平均 95％とされた。さらに、震災復興特別交付税措置によ

り、実質全額が国庫負担されることとされた。 

 

図表 5-14-9 災害等廃棄物処理事業費補助金による補助制度 

4.1災害等廃棄物処理事業費補助金による補助制度 

（１）補助制度の概要 
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（２）東日本大震災後３箇年の補助実績 

東日本大震災に係る災害等廃棄物処理事業費の補助金総額は、平成 23 年度以降の３箇年で国庫

補助対象事業費（国庫補助基本額）約 10,916億円に対し、災害等廃棄物処理事業費補助金は約 9,576

億円、GND基金は約 835億円、合計約 10,411億円であった。 
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資料）環境省東北地方環境事務所「東日本大震災により発生した被災３県における災害廃棄物等の処理の記録」（P193～196）（平成

26年９月） 

https://tohoku.env.go.jp/content/900190438.pdf 

f. 災害廃棄物処理の進捗管理 

「東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）」（平成 23年５月 16日）で災害

廃棄物等の処理スケジュールが示され、また「東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関す

る特別措置法」（平成 23年８月 18日公布・施行）第３条（国の責務）により、国は、災害廃棄物の

処理が迅速かつ適切に行われるよう、主体的に、市町村及び都道府県に対し必要な支援を行うとと

もに、災害廃棄物の処理に関する基本的な方針、災害廃棄物の処理の内容及び実施時期等を明らか

にした工程表を定め、これに基づき必要な措置を計画的かつ広域的に講ずる責務を有することが定

められた。マスタープラン並びに工程表において、平成 26年３月末までに中間処理・最終処分を終

了させるという目標が設定され、環境省が県を通じて市町村別に処理の進捗状況を取りまとめ、災

害廃棄物等処理の進捗管理を行った。 

当初は、被災県の担当部局から毎週、通常災害において被災状況の報告に使用する様式に、仮置

場への搬入済量・仮置場からの廃棄物種類別の搬出済量の項目を追加した様式により報告を受け、
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取りまとめを行ったが、処理の進行、処理状況の変化に伴い、平成 23年 10月中旬より、廃棄物の

種類別搬出済量から種類別の中間処理量・最終処分量に調査項目を変更するとともに、二次仮置場

の状況・広域処理量の項目を追加した。 

また、平成 24年７月末現在の処理状況の取りまとめから、月１回の報告となり、津波堆積物の推

計量・搬入済量・処理状況の項目を追加した。 

災害廃棄物等の発生量が膨大であったことから、広域処理が必要となり、国民の関心も高かった

ことから、廃棄物の種類ごとの処理量の動向についてきめ細やかな進捗管理を実施し、処理が停滞

している自治体等には、環境省が随時ヒアリング調査を行い、状況把握とアドバイスを行った。 

また、各県に配置された環境省の各県内支援チームは、廃棄物処理に関する情報収集に努めると

ともに、自治体や処理区の定例会議に出席し、処理困難物等の課題がある自治体に対するヒアリン

グやアドバイスを行った 。 

g. 災害廃棄物処理に関する総務省政策評価 

東日本大震災からの１日も早い復旧・復興のために、災害廃棄物の早期処理完了は不可欠であり、

平成 26年３月末までの処理完了を目指して、施策を実施。その結果、岩手県と宮城県を含む 12道

県については目標通り、災害廃棄物の処理を完了し、さらに災害廃棄物の約 82％、津波堆積物の約

99％を再生資材として公共事業等にて利用した。 

平成 26年３月末までに処理完了が困難であった福島県の一部地域について、平成 25年８月末に

処理の進捗状況等を総点検し、今後の見通しを公表した。この見通しに基づき、きめ細かな進捗管

理をしつつ、地方公共団体等と連携して国の代行処理等による支援を通じ、できるだけ早期の処理

完了を目指して施策を行い、現在、処理は概ね終了している。 
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図表 5-14-10 平成 27年度実施施策に係る政策評価書：東日本大震災への対応（災害廃棄物の処理） 

平成２７年度実施施策に係る政策評価書 

施策名：目標 4-7東日本大震災への対応（災害廃棄物の処理） 

施策の概要：東日本大震災により発生した災害廃棄物の安全かつ迅速な処理を推進する。 

（中略） 

評価結果 

目標達成度合いの測定結果： 

（各行政機関共通区分）③相当程度進展あり 

（判断根拠） 

○岩手県と宮城県を含む 12 道県において、災害廃棄物の処理は目標通り平成 26 年 3 月末ま

でに完了。 

○福島県についても平成 27年 3月末までに、一部の損壊家屋の解体と国による可燃物の代行

処理を除き、概ね処理を完了。 

施策の分析： 

○東日本大震災からの１日も早い復旧・復興のために、災害廃棄物の早期処理完了は不可欠

であり、平成 26年３月末までの処理完了を目指して、施策を実施（岩手県と宮城県沿岸部

に 31 基の仮設焼却炉と 22 箇所の仮設破砕選別施設を設置。18 都府県で約 62 万トンの災

害廃棄物の広域処理を実施。）。その結果、岩手県と宮城県を含む 12道県については目標

通り、災害廃棄物の処理を完了し、さらに災害廃棄物の約 82％、津波堆積物の約 99％を再

生資材として公共事業等にて利用した。 

○平成 26 年３月末までに処理完了が困難であった福島県の一部地域について、平成 25 年８

月末に処理の進捗状況等を総点検し、今後の見通しを公表した。この見通しに基づき、き

め細かな進捗管理を実施しつつ、市町と連携して国の代行処理等による支援を通じ、でき

るだけ早期の処理完了を目指して、施策を実施している。 

資料）環境省「平成 27年度実施施策に係る政策評価書「目標４－７東日本大震災への対応（災害廃棄物の処理）」」 

https://www.env.go.jp/guide/seisaku/h27_jigo/jigo_sheet/4_7.pdf 

3） 事業実施に当たって発生した課題・対応等 

a. 災害廃棄物処理にあたっての現場での課題 

東日本大震災の被災自治体の多くは被災前、災害廃棄物処理計画を策定しておらず、仮置場候補

地が事前に検討されていなかった。 

市町村はあらかじめ仮置場候補地をリストアップしておくことが必要である。候補地は公有地を

原則とし、仮設住宅や自衛隊の宿営地等との競合を避けるため、空地の利用方法について発災前か

ら関係部局（建設部局や港湾部局、公園部局等）と調整を行っておくことが重要である。リストアッ

プした候補地については、都道府県や他市町村との連携のため関係者間で情報共有することが望ま

しい。また地域ブロック等の広域での議論も有効と考えられる 。 

b. 災害廃棄物処理に関する法制度の整備、特例措置等 

災害廃棄物等の処理を円滑に進めるため、環境省から損壊家屋等の撤去等や災害廃棄物の処理に

関する指針等が発出され、自治体の災害廃棄物処理実行計画策定にあたり基礎となった。 
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図表 5-14-11 災害廃棄物等の処理に係る指針等 

（３）災害廃棄物等の処理に係る指針等 

災害廃棄物等の処理を円滑に進めるため、環境省から発出された指針等は以下のとおり。(中略) 

〇東北地方太平洋沖地震における損壊家屋等の撤去等に関する指針（平成 23年 3月 25日） 

※損壊家屋等の撤去等について、建物が倒壊して災害廃棄物等状態になっている場合や自動

車、船舶、動産が外見上から判断してその効用をなさない状態にある場合には、所有者等

に対する連絡・承諾がなくても撤去して差し支えないと、法律的観点から指針をとりまと

めたもの。 

〇損壊家屋等の処理の進め方指針（骨子案）（平成 23年 3月 29日） 

※損壊家屋等の迅速かつ円滑な処理のため、各段階における対応策を示した。 

 
資料）環境省東北地方環境事務所「東日本大震災により発生した被災３県における災害廃棄物等の処理の記録」（P29）（平成 26年９

月） 

https://tohoku.env.go.jp/content/900190434.pdf  
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図表 5-14-12 発災後の取組：制度的な支援 

発災後の取組 

■制度的な支援（通知） 

（1）政府全体の体制 

今回の災害に必要な特例措置については、事前の備えはなく、事後の対応として必要な特例措置

や通知を逐次手当てすることとなった。 

廃棄物処理法に係る主な特例措置は以下のとおり。 

・ 産廃処理施設で災害廃棄物を受け入れる場合の届出期間を緩和（省令、平成 23年 3月） 

・ 災害廃棄物を安定型処分場で処理する場合の手続を簡素化（省令、平成 23年 5月） 

・ 災害廃棄物の処理を受託する者に再委託を認める特例（政令、平成 23年 7月） 

これらの他、石綿廃棄物、PCB 廃棄物、家電、自動車、パソコン等の処理について、品目毎にガ

イドラインや留意点などを順次通知するとともに（平成 23年 3月～）、冷凍水産物の海洋投入を可

能にする海洋汚染防止法の緊急告示を行う（平成 23年 4月、6月）など、必要な措置を行った。 

資料）環境省 HP「平成 23年３月東日本大震災における災害廃棄物の処理について＞発災後の取組＞制度的な支援（通知）」 

http://kouikishori.env.go.jp/archive/h23_shinsai/after_initiatives/institutional_support/ 

 

（4） 教訓・ノウハウ 

1） 災害廃棄物処理にあたっての現場で得られた教訓 

今後の大規模災害への備えとして、 

① 事前の計画立案と備え 

② 早期に廃棄物処理に着手するための初動体制の整備 

③ 都道府県、市町村、民間事業者との連携・協力の強化（人的・技術的支援、資機材・燃料等

の確保、廃棄物の受入先の確保等） 

④ 大規模災害を対象とした技術的な検討 

⑤ 空地の有効活用に向けた事前の備え（仮置場候補地の検討、関係部局との連携、災害時の空

地利用に関するルールの作成等） 

⑥ 仮置場の適正管理（仮設処理施設を設置した場合の環境対策、仮置場における火災予防等） 

⑦ 最終処分しなければならない災害廃棄物（飛灰、不燃残渣、漁網等）に関する最終処分容量

の確保、再生利用先の確保 

⑧ 処理にかかる手続きの簡素化（受入先自治体との手続き、民間事業者との契約手続き、処理

施設の設置手続き等の簡素化） 

⑨ 人的ネットワークの構築、人材育成 

⑩ 都道府県及び市町村による事前の広報手段や内容の検討 

が教訓として挙げられる。 

2） 東日本大震災での教訓を踏まえた法制度改正 

平時の備えから大規模災害発生時の対応まで、切れ目なく災害廃棄物対策を実施・強化するため、

廃棄物処理についての制度と災害対策についての制度の両方を改正する法律（廃棄物処理法及び災

害対策基本法の一部を改正する法律）が平成 27年に公布、施行された。 
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図表 5-14-13 廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び災害対策基本法の一部を改正する法律の概要 

 

資料）内閣府「廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 27年法律第 58号） 概要」 

https://www.bousai.go.jp/taisaku/kihonhou/pdf/h27_01_gaiyou.pdf 
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